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終了時評価調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：コンゴ民主共和国 案件名：保健人材開発支援プロジェクトフェーズ 2 

分野：保健・医療 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：人間開発部 保健第一グループ 協力金額（2014～2016年実績、2017年概算）： 

5億4,000万円 

 

協力期間 

（R/D）: 2014年1月28日～ 

 2018年1月27日 

先方関係機関：保健省（MSP）保健人材関連局、対

象州 州保健監督局（IPS）、州保健医務局（DPS） 

（延長）: 日本側協力機関：なし 

（F/U） : 他の関連協力：なし 

１－１ 協力の背景と概要 

コンゴ民主共和国（以下「コンゴ民」という。）は、1991年以降、10年以上にわたって続いた

紛争の結果、保健システムが崩壊し、保健人材の都市・地方における偏在や質の低下が著しい。

特に地方における保健サービスへのアクセスは極めて限定的であり、他のアフリカ諸国と比較し

ても厳しい状況にある。このような現状を改善すべく、独立行政法人国際協力機構（JICA）は保

健人材の育成を重点として支援を実施している。2010年11月から3年間、「保健人材開発支援プ

ロジェクト」を通じて、「国家保健人材開発計画」（Plan National Développment des Ressources 

Humaine en Santé。以下「PNDRHS」という。）の策定・承認、それに基づいた保健人材の養成、

配置、定着、キャリア管理を支援した。これにより、コンゴ民で初めての保健人材に関する国家

計画となるPNDRHS（2011～2015年）が策定・承認されるに至り、コンゴ民の保健人材開発につ

いて大きな一歩が踏み出された。また、広大な国土と民族的・地域的多様性を抱えるコンゴ民の

各州の現状を踏まえると、国家レベルの取り組みだけでなく、各州の保健行政を担っている州保

健医務局（Division Provinciale de la Santé。以下「DPS」という。）の機能強化が必須である。そ

こで、2014年1月より、「保健人材開発支援プロジェクトフェーズ2」として、DPSが各州の現状

に即した「州保健人材開発計画」（Plan Provincial Développment des Ressources Humaine en Santé。

以下「PPDRHS」という。）をPNDRHSに整合する形で策定・実施するための技術協力プロジェ

クトが開始された。 

 

１－２ 協力内容 

(1) 上位目標 

対象州における保健人材の養成・定着・キャリア管理・継続教育が適正かつニーズに即

して促進されるとともに、その成果が他の州へ普及する。 

 

(2) プロジェクト目標 

PNDRHSの策定及び実施を効果的・持続的に行うために必要な基盤が保健省（公衆衛生

省。以下「保健省」という。）及び対象州において強化される。 
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(3) 成 果 

1. PNDRHS（2011～2015年）の評価結果に基づき、PNDRHS（2016～2020年）が策定・

承認される。 

2. PNDRHSを実施するための各種規定が整備される。 

3. 対象州において中央の関与の下、PNDRHSに則し、かつ事実に基づいた対象州の

PPDRHSが策定され実施が開始される。 

 

(4) 投入（評価時点） 

日本側：総投入額 5億4,000万円（2014～2016年は実績額、2017年は概算額の合計） 

専門家派遣 

長期専門家 3名（チーフアドバイザー、保健人材開発、業務調整） 

短期専門家 3名 

〔中級保健人材育成校（Institut National Pilote de l’Enseignement des Sciences de Santé。

以下「INPESS」という。）運営管理指導、INPESS経理指導、保健人材開発計画〕 

機材供与（保健人材データベース用パソコン等）12万2,344米ドル（US dollar。以下「USD」

という。）（1,361万8,000円）1 

ローカルコスト負担 201万2,284USD（2億2,398万7,000円）2 

研修員受入 

本邦研修 28名 

第三国研修（カナダ、コートジボワール、セネガル）15名 

相手国側： 

カウンターパート配置 

土地・施設提供 保健省内プロジェクト事務所、DPS内の現地スタッフの執務室、ユー

ティリティー 

ローカルコスト負担（車両代、会議費等）19万1,728 USD（2,134万1,000円）3 

２．評価調査団の概要 

調査者 総 括       ： 相賀 裕嗣 JICA 国際協力専門員 

保健人材開発    ： 江上 由里子 国立国際医療研究センター（NCGM）国際医療協力局 

協力計画      ： 大野 明子 JICA 人間開発部 保健第二チーム 職員 

評価分析コンサルタント ： 伊藤 治夫 株式会社アイコンズ 

通 訳       ： 平松 直子 株式会社翻訳センターパイオニア 

調査 

期間 

2017年6月11～23日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

(1) 投入・活動実績 

本プロジェクトは、カウンターパート機関のニーズの変化に柔軟に対応し、活動を修正、

                                                        
1 為替レート（2017年5月JICA統制レート使用）1 USD=111.31円 
2 為替レート（2017年5月JICA統制レート使用）1 USD=111.31円 
3 為替レート（2017年5月JICA統制レート使用）1 USD=111.31円 
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追加している。また、地方分権、保健省再編といった活動の実施に影響を与える多くの外

部条件が存在したにもかかわらず、おおむね計画に沿って活動が実施されている。 

 

(2) 成果の達成状況 

計画の進捗に合わせてほぼ達成されている。具体的には、成果1のPNDRHS（2011～2015

年）の評価結果を基にPNDRHS（2016～2020年）が策定され、終了時評価時点では国家保

健セクター運営会議技術委員会（Comité de Coodination Technique。以下「CCT」という。）

による承認待ちの状況にある。 

成果2は、PNDRHSを実施するための各種規定として、「キャリア管理規定文書」「中級

保健人材（A2）助産師養成の能力基準、教育基準、評価基準、シラバス」「継続教育に係

る政策、基準・要綱、規則」「保健人材（看護師及び助産師）養成国家統一ビジョン」「国

家統一卒業試験（Jury National）4の評価報告」が作成された。しかし、一部文書の承認につ

いて遅れがみられる。 

成果3は、対象3州においてPPDRHSが策定され、その評価結果 5を基に第二版となる

PPDRHS（2017～2020年）が策定されコンゴセントラル及びカサイセントラルでは既に承

認された。同時に同計画に沿って「保健人材データベース」の構築・更新、「州保健人材

年鑑」作成に係る指標が達成されつつある。 

 

(3) プロジェクト目標の達成状況 

一部の指標を除いてほぼ達成されている。プロジェクト目標の指標として、国家レベル

においては、「国家保健人材委員会（Comité National de Pilotage du Secteur de la Santé。以下

「CNP-SS」という。）」の開催、「国家保健人材年鑑」の策定、州においては、「キャリ

ア管理規定」及び「継続教育規定」「助産教育マテリアル」の使用状況、「州保健人材技

術委員会」の開催頻度が指標として設定されている。「キャリア管理規定」の承認、「継

続教育規定」の大臣署名の遅れに伴う対象州での文書の活用に係る指標及び「州保健人材

技術委員会」の頻度について一部未達成がみられるが、他の指標は達成された。 

 

(4) 上位目標の達成状況 

他州におけるPPDRHSの策定及び対象州での予算増額に係る指標については将来の達成

が見込まれる。 

指標1では、全国6州でのPPDRHS策定が目標とされているが、他州でのPPDRHS策定の実

績はない。しかし、東カサイ州及びルアラバ州では米国国際開発庁（United States Agency for 

International Development。以下「USAID」という。）により2017年7月からの支援が予定さ

れている。マニエマ州からのPPDRHSの策定要請に対しても世界銀行による支援が検討さ

れており、対象3州と合わせて計6州での指標の達成が見込まれる。一方で指標2の対象州に

                                                        
4 全国統一卒業試験は、1966年に発出された保健人材に関する大統領令に基づき、保健省が1992年から一部の地域で試験的に

開始し、2002年から全国規模で実施している中等保健人材養成校（単科）（Institut Techniques Médicales。以下「ITM」とい

う。）/中等保健人材養成校（Institut d’Enseignement Médicale。以下「IEM」という。）の卒業予定者を対象とした全国統一の

卒業試験である。 
5 カタンガ州及び西カサイ州のPPDRHSの評価は、州保健行政再編成により、対象州が分割され、作成されたPPDRHSの対象、

適応範囲が現状と合致しなくなってしまったことから、中央保健省の方針として、同2 州での計画評価を実施しないことと

した。 
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おけるPPDRHSの活動予算の増加についてはコンゴセントラル州では、政府予算及び開発

パートナーからの支援の増加により、計画に対する実績の割合が増加している。よって、

現時点での指標達成見込みの判断は困難であるが、コンゴセントラル州の状況からは、他

の2州においても将来の支出が増加する可能性は高いと判断される。 

 

３－２ 評価結果の要約 

(1) 妥当性：高い 

・ プロジェクトの目標はコンゴ民の保健政策及びわが国の対コンゴ民援助政策と整合して

いる。また、PPDRHSは、保健行政の地方分権化に資するものである。 

・ 国家保健開発計画（Plan National de Développement Sanitaire。以下「PNDS」という。）（2011

～2015年）評価報告書では、妊産婦、乳児死亡率を含む大部分の保健指標が未達成であ

り、保健セクター改革、法基盤整備が予定どおりに実施されていないこと、特に保健ゾ

ーンにおける保健サービスの強化に必要となる保健人材能力強化が推進されていないこ

とが要因として指摘されている。 

 

(2) 有効性：やや高い 

・ プロジェクト目標に設定されている四つの指標のうち、指標1、2、4はほぼ達成された。

一方で指標3については「キャリア管理規定」の認承及び「継続教育規定」の大臣署名の

遅れにより、これらの規定文書の対象州での活用に係る指標が未達成である。 

・ プロジェクト目標のPNDRHSの効果的・持続的策定及び実施のための基盤強化達成のた

め、中央、州レベルでの定着、養成、キャリア管理、継続教育といった保健人材開発の

基盤整備に係る成果が設定されていることから、プロジェクト目標達成のための各成果

の貢献は明確である。 

 

(3) 効率性：高い 

・ プロジェクトの支援により保健省が予算計画に基づき事業を遂行する能力が向上してい

るとともに、国家統一卒業試験に必要な予算として、保健省が1万1,492 USDの財源を投

入するなど自己予算が投入された。 

・ CNP-SSの活性化により、多くの開発パートナーによる保健人材開発分野への参入が増加

し、PNDRHSの評価・策定への資金援助等が実施されることによりプロジェクトの事業

費を抑えた効率的な運営が可能となりつつある。 

・ 対象州に現地スタッフを配置し、事業遂行補助に加え、カウンターパート機関との調整

や遠隔での情報収集体制を確立した。また、治安の悪化を理由に日本人専門家のアクセ

スが制限された州への現地スタッフの配置は、プロジェクトの持続的実施を可能として、

効率性を高めたといえる。 

 

(4) インパクト：やや高い 

・ 前述のとおり上位目標の指標であるPPDRHSの他州での策定及び対象州における同計画

への予算増加については、将来の達成が見込まれる。 
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・ 正のインパクトとして、対象州において作成された保健人材データベースで明らかにな

った状況から、無秩序な各医療施設や保健行政施設レベルでの人材登用を禁止する州知

事令が発布された。 

・ コンゴセントラル州政府は中央の公務員省、保健省及び財務省に対して、退職対象者、

行方不明者、死亡等、実際には存在しない543名の職員を除外することを求める公式通知

が行われた。また、州内4,000名を超える公務員番号未登録かつ正式任命書がない職員の

うち、436名の職員が人材任命書（Commission d’affectation）を受取り、97名の職員が公

務員番号を受領し、36名の職員に対して新たに給与が支払われるようになった。 

・ 開発パートナーであるSave the Children、Intrahealth/IMA〔英国国際開発庁（Department for 

International Development。以下「DfID」という。）が支援するNGO〕、保健ファイナンス

及びガバナンス（NGO）（Health Finance and Governance。以下「HFG」という。）（USAID

が支援するNGO）はプロジェクトの支援で策定された保険人材オブザベートリー

（Observatoire National des Ressources Humaines en Santé。以下「ONRHS」という。）、保健

人材年鑑をプロジェクトの計画策定時の対象サイトの現状把握などに活用している。  

・ 保険人材センターにおける助産教育基準が導入された14校中3校の試験合格率が100%を達

成した6。 

・ 2016年11月のバンクーバーでのグローバルフォーラムでの保健システムリサーチ国際シ

ンポジウムにおいて、カウンターパートとプロジェクトが共同で実施したエボラウイル

ス病対策研修実施における関係者機関の調整についての発表により「Best French Poster 

Awards」を受賞した。 

 

(5) 持続性：中程度 

・ 政策面：現行のPNDS（2016～2020年）においても、本プロジェクトが支援する保健人材

開発が引き続き重点分野として規定される。PNDSを基に策定されたPNDRHS（2016～

2020年）には本プロジェクトの取り組みである「ガバナンス」「キャリア管理」「基礎教

育」「継続教育」「パートナー」といった保健人材開発に係る五つの優先課題が示されて

おり、これらの活動については、少なくとも2020年まで実施の継続が計画されている。 

・ 組織面：保健省においては全13局から構成されていた部署が9局に再編成されることで、

本プロジェクトのカウンターパートである第1局と第11局が合併する可能性が高く、これ

ら保健人材関連局の再編後の実施体制には留意が必要となる。州においては、保健行政

地方分権化に伴う州保健局の州保健監督局（Inspection Provinciale de la Santé。以下「IPS」

という。）とDPSの2組織への分離により、IPS、DPSが新たに設置されたカサイセントラ

ル州及びオカタンガ州では、DPSの人員不足、インフラの未整備といった課題が生じて

おり、保健人材データベースの維持管理等、州の活動継続に影響を与える可能性がある。 

・ 技術面：国家レベルのカウンターパート機関はプロジェクトの実施をとおして、活動を

実施する能力が向上している。また、州においても、中央及びプロジェクトからの支援

により、PPDRHSの策定・評価、保健人材データベース、州保健人材年鑑の作成ができ

る能力を有していることが確認された。 

                                                        
6 保健省第6局では本プロジェクトにより作成された助産教育基準を基に全国統一テストを作成していることから、助産教育

基準の導入校での合格率が高くなる傾向にある。  



vi 

・ 財政面：国家統一卒業試験に必要な予算はプロジェクトから支援されてきたが、2016年

の試験以降、保健省職員出張旅費及び試験会場監督官の人件費の一部が保健省より支出

された。また、基礎教育局能力開発セミナー開催に係るカウンターパート出張旅費が保

健省より負担されるなど財政面でのオーナーシップがみられた。しかし、PNDRHS、

PPDRHSの実施のための政府予算は、職員給与や危険手当の支払いに終始し、保健人材

開発に係る事業予算は開発パートナーからの財政支援に依存している。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

(1) 開発パートナーとの協働 

プロジェクトでは効率性、持続性と正のインパクトを期待し、他の開発パートナーとの

協働を進めている。他の開発パートナーとの共同により、人材開発に係る活動について財

政的な支援が増えるといった相乗効果が確認された。 

 

(2) 対象州カウンターパートとの直接協議 

対象州の主要カウンターパートである資源管理部長との直接協議の場を可能な限り多く

設定することがプロジェクトの運営方針とされた。担当専門家に加え、チーフアドバイザ

ーも可能な限り現地に赴くことで、良好なコミュニケーションが促進され、対象州での円

滑な活動の実施に貢献した。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

(1) コンゴ民大統領選挙による日本人専門家の一時退避 

2016年12月のコンゴ民大統領選挙による混乱により、日本人専門家の退避一時帰国措置

が取られた。これが州保健人材技術委員会開催等、一部の州でのプロジェクトの進捗に影

響を及ぼしたものの、その遅れは取り戻されつつある。 

 

(2) 対象州での実施体制確立の遅れ 

カサイセントラル州では州保健大臣の解任、IPSとDPSの分割、保健行政再編成による11

州から26州への分割といった影響により、PPDRHSモニタリング評価を担う州保健人材技

術委員会が長期にわたり開催されなかった。 

 

３－５ 結 論 

プロジェクト実施中に外部状況となる治安の悪化による日本人専門家の退避、地方保健再編成

といった外部条件が生じたにもかかわらず計画された活動はほぼ計画どおり実施され、成果を発

現している。評価5項目に関しても妥当性、効率性は高く、有効性、インパクトはやや高いと判

断される。他方、政策面、技術面の持続性は高いが、組織面、財務面に関しては、DPSのインフ

ラ、人員の配置及び計画実施のための予算の確保に関して課題が残る。プロジェクト目標はプロ

ジェクト期間中におおむね達成することが見込まれるが、今後の他州への普及にかんがみ、プロ

ジェクトの延長による「PPDRHS策定ガイドライン」「保健人材データベース作成ガイドライン」

及び「州保健人材年鑑作成ガイドライン」作成支援がコンゴ民側から要請された。 
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３－６ 提言 

(1) プロジェクト期間内 

1) キャリア管理、継続教育規定及び国家統一ビジョンの早期承認 

  キャリア管理規定、継続教育規定及び国家統一ビジョンの承認手続きを加速し、特に

キャリア管理規定、継続教育規定はプロジェクト期間中に対象州において実施する必要

がある。プロジェクト完了後は、実施のための支援が受けられなくなる可能性があるこ

とから、承認手続きと並行して、対象州での規定の実施に係る実施計画策定・体制整備

を事前に進めることが望まれる。 

 

2) プロジェクト内でのPPDRHS普及のためのガイドラインの策定 

  開発パートナーにより各州で策定が計画されているPPDRHSの整合性を図るために

も、本プロジェクトにおいて「PPDRHS策定ガイドライン」を策定する必要がある。ま

た、「保健人材データベース作成ガイドライン」及び「州保健人材年鑑作成ガイドライン」

の策定を支援し、将来の他州への普及を促進する。これら3種類のガイドラインは本プロ

ジェクト期間内で作成されることが望ましく、必要に応じて2～3カ月程度のプロジェク

ト延長も検討する。 

 

3) 持続性確保のための予算確保 

  本プロジェクトで策定を支援しているPNDRHS及びPPDRHSの実施のための予算確保

のためには、コンゴ民国家予算の確保、国家保健人材委員会（Commission des Ressources 

Humaines de la Santé et Renforcement des Capacités。以下「CRHS」という。）や保健セクタ

ードナー調整委員会（Groupe Inter Bailleurs Santé。以下「GIBS」という。）による政府内

及び開発パートナーへのアドボカシーの継続が必要となる。 

  

(2) プロジェクト終了後 

1) 「コンゴ民の家」7土台づくりから四つの柱へのアプローチへの移行 

  本プロジェクトよるガバナンスや保健人材開発行政の基盤づくりという土台部分（政

策、戦略、規則、計画、パートナー、研究、規定）への支援から、柱に相当する部分（定

着、継続教育、キャリア管理、養成）への支援への移行が望まれる。さらに、PNDRHS、

PPDRHSの実現可能性の向上のため、計画（Plan）、実施（Do）、評価（See）サイクルを

試行し、その結果を土台部分である計画に反映する。 

 

３－７ 教 訓 

(1) 保健省人材関連局の部署間の連携 

本プロジェクトでは、保健省内の保健人材関連局（第1、6、11局）及びDPSの関連部署

間の連携が重視された。同時に養成、キャリア管理、定着、継続教育の四つのサブ委員会

を有するCRHSにより、保健人材関連局の連携が促進された。このことが、一部の州におい

て実際に適正配置が促進された貢献要因といえる。保健人材開発には単独の部局ではなく、

                                                        
7 日本及びコンゴ民側が共同で立案した保健人材開発システムを包括的にとらえるための概念。  
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関連部署の連携による包括的なアプローチの実施が望まれる。 

 

(2) プロジェクト・サイクル・マネジメント（PCM）ワークショップ、活動計画の合意によ

る当事者意識の向上 

プロジェクト形成段階で参加型計画策定手法であるプロジェクト・サイクル・マネジメ

ント（Project Cycle Management。以下「PCM」という。）ワークショップにより、活動計画

をコンゴ民側関係者とともに作成したことにより、保健省のプロジェクトであるという当

事者意識を醸成した。さらに、各活動の実施過程においても、カウンターパート側との議

論、同意した詳細計画を策定することでカウンターパートの主体的活動が促進される。 

 

(3) 現地スタッフとのコミュニケーション 

プロジェクトでは対象州にプロジェクト雇用の現地スタッフを配置し、日報の作成、連

絡体制を強化することにより、日本人専門家が不在の際にも活動を円滑に遂行させている。

アクセスが困難なため日本人専門家による直接的指導が限定される地域では、現地スタッ

フとの連絡体制を構築し、カウンターパート機関への支援を遠隔で実施することが有効と

なる。 
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第１章 評価調査の概要 

 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

コンゴ民主共和国（以下「コンゴ民」という。）の保健指標は、1990～2015年にかけて5歳未満

児死亡率（出生1,000対）は176から98〔世界保健機関（World Health Organization。以下「WHO」

という。）〕及び妊産婦死亡率（出生10万対）は1,000から693（WHO）と一定の成果は上げたもの

の、ともにミレニアム開発目標（Millennium Development Goals。以下「MDGs」という。）は達成

されず、持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals。以下「SDGs」という。）ゴール3

「あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する」の下、2030年までに

更なる改善がめざされている状況である。 

保健指標低迷の要因の一つとして、都市・地方間での保健人材の偏在と人材の質の低下により、

保健サービスへの住民のアクセスが極めて限られていることが挙げられる。また、医務職と事務

職の偏在、地域による配置の偏在も深刻である。さらに、同国における保健人材開発に関する問

題は、単に量的な不足（人材養成数の不足）・保健人材の質的な不足（不十分・不適切な基礎教育

及び継続教育）にあるというだけでなく、保健人材の育成・配置・定着・管理のための計画策定

にも課題があると考えられる。 

このような課題に対処すべく、JICAは2008年から公衆衛生省（以下「保健省」という。）次官

官房への政策アドバイザー派遣、2010年からは、保健省人材関連局（人事・総務担当局、保健人

材基礎教育担当局、保健人材継続教育担当局）をカウンターパートとした技術協力プロジェクト

「保健人材開発支援プロジェクト」（以下「フェーズ1」という。）を開始し、コンゴ民で初の保健

人材に関する国家計画となるPNDRHS（2011～2015年）の策定・承認の技術的支援を行った。 

続く本プロジェクト「保健人材開発支援プロジェクト フェーズ2」（以下「本プロジェクト」

という。）では、3州（コンゴセントラル州、カサイセントラル州、オカタンガ州）を対象州とし、

PNDRHSの策定及び実施を効果的・持続的に行うために必要な基盤が保健省及び対象州において

強化されることを目的として、2014年1月～2018年1月までの4年間の予定で実施中である。 

今般、本プロジェクトが2018年1月で終了するにあたり、コンゴ民側政府と合同でプロジェク

トの実績、そして計画に対する達成度を確認するとともに、評価5項目（妥当性、有効性、効率性、

インパクト、持続性）の観点から評価を行うべく、JICAは終了時評価調査団を派遣した。同調査

団では、評価結果に基づき、残存する活動期間の提言を行うとともに、協力終了後に取るべき対

応策、今後の類似事業実施にあたっての教訓を導くために議論した。また、合同評価報告書を作

成、協議議事録（Minutes of Meeting。以下「M/M」という。）を締結した。 

 
１－２ 調査団の構成 

担当業務 氏名 所属・役職 派遣期間 
総 括 相賀 裕嗣 JICA 国際協力専門員 2017年6月18日～7月7日 
保健人材開発 江上 由里子 国立国際医療研究センター（NCGM）国際医療協力局 2017年6月19～25日 
協力計画 大野 明子 JICA 人間開発部 保健第二チーム 職員 2017年6月17～26日 
評価分析コン

サルタント 伊藤 治夫 株式会社アイコンズ 2017年6月10日～7月10日 

通 訳 平松 直子 株式会社翻訳センターパイオニア 2017年6月10日～7月10日 
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１－３ 調査日程 

本終了時評価の現地調査は、2017年6月11日（日）～23日（金）までの期間で実施された。2017

年6月24日（土）～7月8日（土）までは、継続して「保健人材開発支援プロジェクトフェーズ3詳

細計画策定調査」が実施された。本終了時調査日程の詳細内容は以下のとおり。 

 
日付 活動内容 

6/11 日 20H35 到着（コンサルタント、通訳） 

6/12 月 

08H30 : 総務・人材局長（第1局）表敬及びインタビュー 
09H30 : CPU登録 
13H00 : Intrahealth/IMA表敬及びインタビュー 
15H00 : 保健省国際協力室長表敬 

6/13 火 
10H00 : 保健監督総局長表敬及びインタビュー 
11H00 : 継続教育局（第11局）職員インタビュー 
13H00 : Save the Childrenインタビュー 

6/14 水 

09H00 : プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix。以下

「PDM」という。）案作成のための政策アドバイザー、専門家、事務所

との協議 
13H00 : 基礎教育局長表敬及びインタビュー 

6/15 木 09H30 : HFG表敬及びインタビュー 
16H00 : PDM案作成のための政策アドバイザー、専門家、事務所との協議 

6/16 金 
08H00 : JICA本部とのPDM協議 
11H00 : 調査計画局（第7局）表敬及びインタビュー 
13H00 : 供与機材確認及びINPESS教員へのインタビュー 

6/17 土 終日: M/M作成、翻訳 

6/18 日 
終日: M/M作成、翻訳 
14H00 : 到着（協力計画） 
16H30 : 到着（総括） 

6/19 月 

08H30 : 次官表敬  
09H00 : 継続教育局長（第11局）表敬、M/M個別協議 
10H00 : 調査団員による団内協議 
14H00 : 総務・人材局（第1局）とのM/M個別協議 
14H30 : 到着（保健人材開発） 
15H00 : PDM案作成のための政策アドバイザー、専門家、事務所との協議 

6/20 火 

08H30 : JICA事務所表敬  
09H00 : 調査団員による団内協議 
10H00 : 基礎教育局長（第6局）とのM/M個別協議、PDM案手交 
11H00 : 総務・人材局長（第1局）とのM/M個別協議、PDM案手交 
14H30 : 総務・人材局実務者インタビュー 
16H00 : 専門家インタビュー 

6/21 水 

08H30 : 継続教育局（第11局）へのPDM案手交 
09H30 : カサイセントラル州関係者との協議 
11H00 : オカタンガ州関係者との協議 
14H00 : コンゴセントラル州関係者との協議及びPDM案手交 
15H00 : M/M作成 

6/22 木 10H00 : 中央保健省及び介入対象州関係者との最終M/M協議 
13H00 : M/M最終化 

6/23 金 09H00 : 合同調整委員会（Joint Coordinating Committee。以下「JCC」という。）、

M/M署名 
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１－４ 主要面談者 

(1) コンゴ民側関係者 

1) 保健省 

次 官 Dr MUKENGESHAYI KUPA 

総務・人材局長（第1局） M. NGUMBU MABANZA 

基礎教育局長（第6局） M. DESIRE BAPITANI 

継続教育局長（第11局） Dr BODY ILONGA 

調査計画局長（第7局） Dr EPUMBA EPONDO 

保健監督総局長（元第6局長） M. KOMBA DJEKO 

国際協力室長 Dr MBALA CREPIN 

2) DPS 

カサイセントラル州資源管理部長 M. GUSTAVE KABUTAKARUA 

オカタンガ州資源管理部長 M. YOMBWE BERTIN 

コンゴセントラル州DPS局長 Dr KIMFUTA MAKENGO 

コンゴセントラル州資源管理部長 M. JOHN BAKA ZOLA 

3) INPESS校長 

校 長 M. MPUTU JACOB 

助産師担当課長 M. BAROANI MARCEL 

 

(2) 日本側関係者 

保健省政策アドバイザー 池田 憲昭  

1) プロジェクト専門家 

チーフアドバイザー 田村 豊光 

保健人材開発 石嶋 忠行 

調整員 狩野 貴子 

2) JICA コンゴ民主共和国事務所 

所 長 青木 利道 

所 員 栗元 優 

企画調査員 高須 道枝 

在外専門調査員調整員 Dr RAYMOND MUFWAYA  

 

(3) 開発パートナー 

Intrahealth/IMA Dr JEAN ROBERT LIKOFATA 

Save the Children Dr KAMUHA AIME 

HFG Mme JOCELYNE NKENGOLO  

 

１－５ 対象プロジェクトの概要 

本プロジェクトは、保健省人材関連局によるPNDRHS（2016～2020年）の策定・承認に関する

活動やPNDRHSの実施に必要な各種規定の整備を支援すると同時に、対象州のDPSによるPPDRHS

の策定を支援することで、PNDRHSが効果的・持続的に策定・実施されるための基盤強化を図る。
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さらに、対象州における適正かつニーズに即した保健人材の養成・定着・キャリア管理・継続教

育の促進、その成果の他州への普及に寄与するものである。 

2016年3月に実施された中間レビュー及びJCCにおいて、PDMバージョン0はPDMバージョン 1

に改訂・承認された。 

 

協力期間 2014年1月～2018年1月（4年間） 

ターゲット・

グループ 

保健省保健人材関連局（国家CRHS含む）、対象州人材担当部 

対象地域 
変更前：保健省及びバコンゴ州、西カサイ州、カタンガ州 

変更後：保健省及びコンゴセントラル州、カサイセントラル州、オカタンガ州 

上位目標 
対象州における保健人材の養成・定着・キャリア管理・継続教育が適正かつニーズに

即して促進されるとともに、その成果が他の州へ普及する。 

プロジェクト

目標 

PNDRHSの策定及び実施を効果的・持続的に行うために必要な基盤が保健省及び対象

州において強化される。 

成果 

1. PNDRHS（2011～2015年）の評価結果に基づき、PNDRHS（2016～2020年）が策定・

承認される。 

2. PNDRHSを実施するための各種規定が整備される。 

3. 対象州において中央の関与の下、PNDRHSに則し、かつ事実に基づいた対象州の

PPDRHSが策定され実施が開始される。 

 

１－６ 対象プロジェクトの実施体制 

本プロジェクトは、JICA政策アドバイザーのカウンターパートである保健省次官をプロジェク

トダイレクターとし、保健省内の人材関連局である第1局（総務・人材局）、第6局（基礎教育局）

及び第11局（継続教育局）を国家レベルにおける主要なカウンターパートとしている。  

州レベルでは2012年10月の公務員省令、2012年11月の保健省令により、保健行政区分が11州か

ら26州へ再編成されることが規定され、2014年10月の保健省令により26州のDPSにおける人事の

発表、2015年3月の大統領令により再編成が加速している。当初、DPSには、中央保健省に対応す

る13部署が存在していた。しかし2014年の保健省令により6部署に統廃合された。これにより、プ

ロジェクトの実質的なカウンターパートは IPSの長である州保健監督官（Médecin Inspecteur 

Provincial。以下「MIP」という。）及びDPSの長であるDPS局長、DPS内の資源管理部が中心とな

り活動が実施されている。 
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図１－１ プロジェクト実施体制 

 
１－７ プロジェクトの対象地域 

本プロジェクトでは、バコンゴ州（現在のコンゴセントラル州）、西カサイ州、カタンガ州の3

州を対象州としていたが、今回の保健行政区分の再編成により介入対象地域の見直しが実施され

た。2013年9月に実施された本プロジェクト詳細策定調査では、「地方分権化の過程において、既

存の11州を26州に分割する計画についての議論がなされている。対象州が分割された場合の対象

州の定義については、別途協議を経て確定する」としていたことから、プロジェクト、JICA事務

所及びJICA本部との協議により、対象州をコンゴセントラル州、カサイセントラル州、オカタン

ガ州とすべく、MIPとの協議を経て、介入対象州が選定された。新たな対象州は2016年3月に実施

された中間レビューの際のJCCにより、関係者により承認された。 
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第２章 評価の方法 

 

２－１ 評価実施方法 

本終了時評価は、「新JICA事業評価ガイドライン第1版」（2010年）に準拠して実施した。PDM

やその他関係資料に基づいて評価設問（調査すべき項目）を検討し、プロジェクトの実績、実施

プロセス、評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）に関する評価グリッドを

作成した。 
 

２－２ 評価5項目 

本終了時評価に適用された「評価5項目」の各項目の定義は表2-1のとおりである。なお、評価5

項目のレーティングには、「高い」「やや高い」「中程度」「やや低い」「低い」の5段階スケールを

用いた。 

 

２－１ 国際援助委員会〔経済協力開発機構（OECD）〕（DAC）5項目による評価の視点 

妥当性 

（Relevance） 

開発インターベンションの目標が、受益者の要望、対象国のニーズ、地球規模の優

先課題及びパートナーやドナーの政策と合致している程度。 

有効性 

（Effectiveness） 

開発インターベンションの目標が実際に達成された、あるいはこれから達成される

と見込まれる度合いのことであり、目標の相対的な重要度も勘案しながら判断する。 

効率性 

（Efficiency） 

資源及び（または）インプット（投入）〔資金、専門技術（知識）、時間など〕がい

かに経済的に結果を生み出したかを示す尺度。 

インパクト 

（Impact） 

開発インターベンションによる貢献が期待されている、より高次の目標。 

持続性 

（Sustainability） 

開発インターベンションの終了時における、開発インターベンションによる便益の

持続性。中期的便益が継続する見込み。 

出所：新JICA事業評価ガイドライン第１版（2010年） 
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２－３ データ収集方法と情報源 

データ収集方法と情報源は以下のとおり。 

 

表２－２ データ収集方法と情報源 

情報・データ収集方法 目的 主な情報源 

１）文献調査 プロジェクトに関連する政策やプ

ロジェクトの実績に関連する資料

のレビュー 

専門家進捗報告書 

詳細計画策定報告書 

中間レビュー調査報告書 

各種成果品等 

２）質問票 プロジェクトの実績、効果の発現状

況、インパクト、持続性に関する事

項の把握 

日本人短期専門家 

保健省人材関連局 

州保健人材関連局 

３）インタビュー 

（質問票に基づく） 

プロジェクトの実績・進捗業況、実

施プロセス、評価5項目に関するヒ

アリング・確認 

日本人短期専門家 

保健省人材関連局 

州保健人材関連局 

開発パートナー 

４）現地視察 プロジェクトの実績・進捗状況、イ

ンパクトに関する確認 

中央保健省、INPESS 

コンゴセントラル州DPS、保健ゾーン 

 

２－４ 評価調査の制約・限界 

本プロジェクトの対象サイトはコンゴセントラル州、オカタンガ州、カサイセントラル州の3

州となるが、治安状況及び時間的な制約により、コンゴセントラル州のみを対象に踏査を実施し

た。他の2州に関しては、踏査は行わなかったものの質問票及び関係者への聞き取り調査により情

報収集を実施したことから、適正な評価を行ううえでの必要な情報は確保できたと判断される。 
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第３章 プロジェクトの実績 

 

３－１ 投入実績 

(1) 日本側投入 

日本側投入は専門家派遣、本邦研修、第三国研修、機材調達及びプロジェクト運営費で

ある（表3-1参照）。専門家については長期専門家として、チーフアドバイザー、主に対象州

におけるデータベース構築を担当する保健人材開発及び業務調整員の3名体制がとられてい

る。短期専門家はINPESSの運営管理、経理指導及び保健人材開発計画の担当として3 名が

派遣された8。本邦研修は計28名、第三国研修には計15名のカウンターパートが参加し、研

修先での日本人専門家による補完指導や参加者による帰国後の研修共有ワークショップ

（Restitution）など、効果的な運営がなされている。機材供与として、主に中央及び州にお

ける保健人材データベース構築に係るコンピュータ及びコピー機等の調達が行われた。 

 

表３－１ 日本側投入実績表 

R/Dの計画値（2013年11月） 終了時評価時の実績（2017年5月時点） 
＜日本人専門家＞ 
1) 長期専門家 

チーフアドバイザー 
保健人材開発 
業務調整 

2) 短期専門家 
保健人材養成 
保健人材情報 

＜日本人専門家＞（付属資料1、Annex 3） 
1) 長期専門家：3名 

チーフアドバイザー（2014/1/27～2018/1/27） 
保健人材開発（2014/3/5～2017/12/20） 
業務調整（2014/3/26～2018/1/27） 

2) 短期専門家：3名 
INPESS運営管理指導（2014/6/16～7/15） 
INPESS経理指導（2015/1/31～2/21） 
保健人材開発計画（2017/1/30～3/18） 

＜本邦研修＞ 
1) 本邦研修：年間2、3名 
2) 第三国研修（セネガル三国間協力 
含む） 

＜本邦研修＞（付属資料1、Annex 5） 
参加人数：計28名 
＜第三国研修＞（付属資料1、Annex 6） 
参加人数：計15名（カナダ、セネガル、コートジボワール） 

＜機材調達＞ 
プロジェクト活動に必要な事務機器、

事務用品 

＜機材調達＞（付属資料1、Annex 9） 
データベース構築のためのコンピュータ及びコピー機等、

計12万2,344 USD（約1,361万8,000円）9の機材が調達された。 
2014年度: 2万8,680 USD 
2015年度: 4万4,171 USD 
2016年度: 4万9,493 USD 

＜プロジェクト運営費＞ 
プロジェクト目標達成に必要な現地

活動に係る経費 

＜プロジェクト運営費＞（付属資料1、Annex 7） 
プロジェクト開始以降、プロジェクト運営費及び機材調達

費として、計201万2,284USD（約2億2,398万7,000円）10が計

上された。  
2013年度: 3万6,480 USD 
2014年度: 50万3,683 USD 
2015年度: 59万1,837 USD 
2016年度: 74万284 USD 
2017年度: 14万 USD     （5月31日現在） 

 

                                                        
8 現在INPESSには長期専門家が配属されており、本プロジェクトとは別の個別事業として実施されている。  
9 為替レート（2017年5月JICA統制レート使用）1 USD=111.31円 
10 為替レート（2017年5月JICA統制レート使用）1 USD=111.31円 
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(2) コンゴ民側投入 

コンゴ民側の投入であるカウンターパートの配置として、保健省次官がプロジェクトダ

イレクター、保健省第1局長がプロジェクトマネジャーを担っている。その他、保健人材関

連局である第1、6、11局よりそれぞれカウンターパートが任命されている。州レベルではIPS

及びDPSよりカウンターパートが任命されている11。さらに、保健省内のプロジェクト事務

所及びIPS、DPSにおけるプロジェクト雇用の現地スタッフの執務室が提供されている。プ

ロジェクト運営経費としては、2015年にバコンゴ州（現コンゴセントラル州）にて実施した

保健人材データベース作成の際の車両提供、ワークショップ開催に係る費用等をコンゴ民側

が支出した実績がある。コンゴ民側投入実績は表3-2のとおり。 

 
表３－２ コンゴ民側投入実績 

R/Dの計画値（2013年11月） 終了時評価時の実績（2017年5月時点） 
＜カウンターパート＞ 
1) プロジェクトダイレクター 
2) プロジェクトマネジャー 
3) その他カウンターパート 

＜カウンターパート＞（付属資料1、Annex 7） 
1) プロジェクトダイレクター（保健省次官） 
2) プロジェクトマネジャー（第1局長） 
3) その他カウンターパート（中央13名、州12名） 

＜施設・設備＞ 
保健省、DPSプロジェクトオフィスの整備 

＜施設・設備＞ 
1) 保健省内のプロジェクト事務所 
2) コンゴセントラル州、オカタンガ州、カサイセ

ントラル州の現地スタッフ12の執務室 
3) 保健省及びDPSにおけるユーティリティー（水、

電気等） 
＜プロジェクト運営費＞ 
プロジェクトオフィスの光熱費、インターネ

ット通信料 

＜プロジェクト運営費＞（付属資料1、Annex 8） 
対象州における車両費、ワークショップ費等として

計19万1,728 USD（約2,134万1,000円）13相当の経費が

計上された。 
 

３－２ 活動実績 

本プロジェクトは、三つの成果に係る活動が計画されており、大統領選挙に伴う専門家の移動

の制限、地方分権に伴う州保健行政再編といった活動の実施に影響を与える外部条件が存在した

にもかかわらず、当初計画に沿ってほぼ遅滞なく実施されている。プロジェクト開始（2014年1

月）から終了時評価時点（2017年5月）までの実施状況を表3-3に示す。 

 
  

                                                        
11 保健行政区分の再編成により州レベルのカウンターパートは一部変更された。  
12 現地スタッフはプロジェクトで雇用し支援業務（会計処理を含む）対象州に配置されている。カサイセントラルは保健を含

む開発パートナーとの業務経験、オカタンガは南アフリカでの経営学、コンゴセントラルは社会学を学んだスタッフが配置

されている。 
13 為替レート（2017年5月JICA統制レート使用）1 USD=111.31円 
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表３－３ 主要な活動実施状況（2014年1月～2017年5月） 

【PDM以外の成果】 
 JCC開催（5回）（2014年4月、2015年4月、2016年3、4月、2017年4月） 
 国家CRHS開催（4回）（2014年11月、2015年2、4月、2016年12月） 
 本邦研修実施（2014年1月、2015年7、8月、2016年8月） 
 三国間協力の枠組みでのセネガル技術交換のための研修（2014年8月） 
 保健人材管理ネットワーク（Réseau Vision Tokyo。以下「RVT」という。） 2010ダカール総会

（2014年8月） 
 カナダ国際看護学会参加（2015年5～6月）  
 RVT 2010アビジャン総会（2015年12月） 
 RVT2010コトヌ総会（2016年5月） 
 保健セクターにおける雇用と経済成長に係るハイレベル委員会（2016年5月） 
 仏語圏アフリカ保健人材管理集団研修（2016年8～9月） 
 RVT 2010東京総会（2016年9月） 
【成果 1】  
保健人材オブザバトリー（Observatoire National des Ressources Humaines en Santé。以下「ONRHS」
という。） 
 ONRHS小冊子印刷（400部）（2014年3月） 
 ONRHS技術委員会の開催（全3回、2014年3月、2015年4月、2016年6月） 
CNP-SS 
 CNP-SS（全7回、2014年11月、2015年2、5月、2016年2、4、9月、2017年2月） 
PNDRHS（2011～2015年）評価 
 RNDRHS（2011～2015年）評価のためのツール作成ワークショップ（2015年8月） 
 RNDRHS評価に係る全国出張（2015年10～11月） 
 上記出張で収集したデータの分析、及び評価のためのワークショップ（2015年11～12月） 
 データ統合分析・報告書作成（2015年12月～2016年2月） 
 報告書承認（2016年3月） 
PNDRHS（2016～2020年）策定 
 PNDRHS（2016～2020年）策定第1回ワークショップ（2016年7月） 
 PNDRHS（2016～2020年）策定第2回ワークショップ（2016年10月） 
 PNDRHS（2016～2020年）策定第3回ワークショップ（2016年12月） 
 PNDRHS（2016～2020年）策定第4回ワークショップ（2017年1月） 
保健人材年鑑 
 2013 年版保健人材年鑑の印刷及び配付（2014年） 
 2015 年保健人材年鑑作成のためのワークショップ（2016年1月） 
 2015 年保健人材年鑑発刊（2016年8月） 
保健人材概況書 
 保健人材概況書作成のためのワークショップ（2014年12月） 
 保健人材概況書（ドラフト）の文書最終化に係るワークショップ（2015年1月） 
 保健人材概況書の発刊（2015年1月） 
【成果 2】 
保健人材養成国家統一ビジョン策定 
 保健人材養成国家統一ビジョン策定のための、看護師及び助産師〔上級保健人材（A1）/A2〕

の専門職基準案の提示、コンピテンシーアプローチ手法に関する講義（2014年7月） 
 保健人材養成国家統一ビジョン策定のため現地調査を実施する。それに係る調査補助員養成の

ための研修（2014年8月） 
 現地調査の結果報告、保健人材養成国家統一ビジョン策定のためのロードマップ作成ワークシ

ョップ（2014年8月） 
 保健人材養成国家統一ビジョン策定に向け、ビジョン案の作成、その案に沿ったロードマップ

改訂案の作成、専門職基準案の作成のためのワークショップ（2014年12月）  
 保健人材養成国家統一ビジョン策定ワークショップ（2015年9月） 
 国際看護の日における保健人材養成国家統一ビジョン普及イベント（2016年5月） 
 保健人材養成国家統一ビジョン策定に係る看護師評議会と保健省主催会合（2016年10月） 
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A2助産師教育基準 
 A2助産師第3学年用の教育基準の作成ワークショップ（2014年6月） 
 A2助産師第3学年用の評価基準の作成（2014年11月） 
 A2助産師教育基準、評価基準（第4学年）作成のためのワークショップ（2015年5月） 
 A2助産師（第4学年）のシラバス文書最終化のためのワークショップ（2015年6月） 
 A2保健人材養成校スーパービジョン（2016年4月） 
 A2保健人材養成校スーパービジョン結果報告会（2016年5月） 
 A2保健人材養成校スーパービジョン（2016年10月） 
 A2保健人材養成校スーパービジョン結果報告会（2016年11月） 
 IEM及び基礎教育担当保健行政官対象の教育能力強化セミナー（2017年1月及び2月） 
国家継続教育政策文書、規準・要綱、規則 
 国家継続教育政策、規準・要綱14の策定ドラフト作成に係るワークショップ（2014年9～10月） 
 国家継続教育政策に関する保健省令案作成のためのワークショップ（2015年7月） 
 国家継続教育政策文書、規準・要綱、規則の策定ドラフト作成に係るワークショップ（2016年5

月） 
 国家継続教育政策文書、規準、保健省令承認会議（2016年6月） 
国家統一卒業試験 
 国家統一卒業試験の実施（2013～2014年）（2014年9月） 
 国家統一卒業試験（2013～2014年）の結果報告会（2014年7月） 
 国家統一卒業試験（2014～2015年）の実施（2015年9月） 
 国家統一卒業試験（2014～2015年）の結果報告会（2015年8月） 
 国家統一卒業試験実施ガイドライン作成のためのワークショップ（2015年3月） 
 全国26 DPSの基礎教育部長を対象にした能力強化セミナー（2015年12月） 
 国家統一卒業試験実施ガイドライン完成（2016年3月） 
 国家統一卒業試験（2015～2016年）第1セッションの実施（2016年5～6月） 
 国家統一卒業試験（2015～2016年）の結果報告会（2016年7月） 
 国家統一卒業試験（2015～2016年）第2セッションの実施（2016年9月） 
【成果 3】 
保健人材データベース  
 バコンゴ州データマネジャー養成に係る研修（2014年12月） 
 バコンゴ州保健人材データベース作成のためのデータ収集活動（2015年2～7月） 
 オカタンガ州データマネジャー養成に係る研修（2015年11～12月） 
 オカタンガ州保健人材データベース作成（2016年2～3月） 
 オカタンガ州保健人材データベース作成第2フェーズ（2016年5～7月） 
州保健人材技術委員会 
 コンゴセントラル州保健人材技術委員会の開催（全16回、2015年6月～2017年2月） 
 オカタンガ州保健人材技術委員会の開催（全4回、2015年10月、2016年7、12月、2017年2月） 
 カサイセントラル州保健人材技術委員会の開催（全5回、2016年1月、2016年7、8、11月、2017

年3月） 
PPDRHS 
 バコンゴ州PPDRHS策定のためのワークショップ（2014年6月） 
 カタンガ州PPDRHS策定のためのワークショップ（2014年9月） 
 西カサイ州PPDRHS策定のためのワークショップ（2014年10月） 
 コンゴセントラル州PPDRHS（2011年～2015年）評価ワークショップ（2016年11～12月） 
 コンゴセントラル州PPDRHS（2017～2020年）策定のためのワークショップ（2017年2～3月） 
 オカタンガ州PPDRHS（2017～2020年）策定のためのワークショップ（2017年5～6月） 
州保健人材年鑑 
 カサイセントラル州保健人材年鑑作成のためのワークショップ（2016年7～8月） 
 コンゴセントラル州保健人材年鑑作成のためのワークショップ（2016年10月） 

 

                                                        
14 国家継続教育政策は、継続教育の現状分析、ビジョン、定義、戦略、実施及びモニタリング評価、パートナーとの協働につ

いて、その指針を明記している。規準と要綱は、継続教育実施の際に参考とする実務的なガイドである。継続教育システム、

指導者基準、ガバナンス、財源、教育実施形態、評価等について、各指針を明記している。  
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３－３ 成果達成状況 

成果は以下に示すとおり、ほぼすべての指標が達成もしくはプロジェクト完了時までに達成が

見込まれ、プロジェクトの支援により策定された成果品の品質、活用状況、関係者の満足度から

も、プロジェクト目標の達成に寄与していることが確認された。 

各指標は、「達成」「達成見込み」「一部達成」「未達」の4段階で達成度を評価した。 

 

(1) 成果1 
成果1 指標 

PNDRHS（2011～2015年）
の評価結果に基づき、
PNDRHS（2016～2020年）
が策定・承認される 

1-1. PNDRHS（2011～2015年）評価のためのツールが作成される。 
1-2. PNDRHS（2011～2015年）の評価報告書が作成される。 
1-3. 国家保健人材概況書が発行される。 
1-4. PNDRHS（2016～2020年）が策定され、承認される。 

 
1) 指標1-1：達成 

  PNDRHS（2011～2015年）の実践状況を評価し、PNDRHS（2016～2020年）の策定する

ことを目的として、PNDRHS（2011～2015年）評価のためのツールを作成するためのワー

クショップが2015年8月に実施された。ワークショップではPNDRHSの五つの戦略に基づ

き、国家、州レベルともに各5種類の評価ツール（ガバナンス、計画、基礎教育、モチベ

ーション、人材管理）合計10種類の評価シートが作成され、CRHSにより承認された。 

 

2) 指標1-2：達成 

  上記の評価ツールを用いて旧保健行政区分26州の評価ミッションが組織され、評価に

必要となるデータが収集された。収集されたデータに基づきPNDRHS（2011～2015年）の

評価報告書が2015年12月のワークショップにおいて作成され、2016年2月に承認、同年3

月に報告書が発刊された。なお、本評価はプロジェクトのみならず、保健人材開発にか

かわる開発パートナーである Intrahealth/IMA（DfIDが支援するNGO）及び ICAP/NEPI

（USAIDによる支援）による技術、財政的支援が実施され、さらに、世界銀行及び国連

人口基金（United Nations Population Fund。以下「UNFPA」という。）による助産師に係る

データ収集時の技術支援が行われた。PNDRHS（2011～2015年）の評価において指摘され

た要改善点は以下のとおり。 

 

表３－４ PNDRHS（2011～2015年）評価により指摘された改善が必要となる項目 

PNDRHSの下位目標 要改善項目 
1. ガバナンス・リーダーシップの強化 ・ 保健人材情報システムの構築 

・ 保健人材管理の地方分権化 
2. 計画策定強化 ・ 計画策定段階における組織能力の強化 

・ キャリアアップに関する改善 
3. 基礎教育の質の改善 ・ 人材養成分野の健全化 

・ 需要に対応した教育カリキュラムの採用 
・ 人材養成機関の強化 

4. 人材管理強化 ・ バランスのとれた人材配置 
・ 継続教育システムの強化 
・ 調査、組織能力の強化 

5. モチベーション・定着の確保 ・ 職務環境と報酬、社会保障制度の改善 
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3) 指標1-3：達成 

  2014年国家保健人材概況書（Profil Pays）15がプロジェクトの支援により作成され発行さ

れた。作成された国家保健人材概況書は、ONRHSのWEBサイト16に公開され、PNDRHS

（2016～2020年）の策定に活用された。 

 

4) 指標1-4：達成見込み 

  2016年にPNDS（2016～2020年）が策定され、同計画を基にPNDRHS（2016～2020年）

の策定が開始され2017年2月に開催されたCNP-SSで採用された。終了時評価時点ではCCT

での承認待ちの状況であり、2017年7月には承認される見込みである。 

 

(2) 成果2 
成果2 指 標 

PNDRHSを実施するため
の各種規定が整備される 

2-1. キャリア管理に係る規定文書が作成され、承認される。 
2-2. A2助産師養成に係る職能基準、能力基準、教育基準、評価基準、シラ

バスが作成される。 
2-3. 継続教育に係る規定文書が作成され、承認される。 
2-4. 看護師及び助産師養成国家統一ビジョンが、活動1-10で作成される

PNDRHS（2016～2020年）に記載される。 
2-5. 国家統一卒業試験Jury Nationalの評価報告が作成される。 

 

1) 指標2-1：達成見込み 

  キャリア管理に係る規定文書は、2017 年4 月に他の開発パートナー（HFG）との協働

により作成され、終了時評価時点では国家承認手続きが行われている。  

 
2) 指標2-2：達成見込み 

  A2助産師養成に係る第1学年から第4年生、すべての学年の「能力基準」「教育基準」「評

価基準」「シラバス」が作成され、新教育プログラム17を導入した17校において活用され

ている。実際にこれらを活用している養成校（INPESS）の助産師教育担当指導員からは、

マテリアルの質について高い評価がなされた。さらに、当初計画されていなかったA218助

産師に係る専門職規定19は「保健人材養成国家統一ビジョン」の承認後に作成が開始され

る。 

 
3) 指標2-3：達成見込み 

  継続教育に係るコーディネーションが行われる基盤の整備を目的として、2015年3月に

継続教育に係る「国家政策（Politique Nationale）」「基準（Norme）・要綱（Directive）」及

び「規則（Texte Règlementaire）」の各規定文書案が、第1局及び第6局の共同作業により策

定された。2016年6月8日にCCTの場で承認され、終了時評価時点では保健大臣署名を待っ

                                                        
15 保健人材概況書は、WHOアフリカ地域事務所（AFRO）のイニシアティブによりアフリカ各国で作成されている。 
16 http://www.minisante-rhs.cd/index.php/profil-pays 
17 新教育プログラムとはApproché Par Compétence（APC）をさす。 
18 看護師、助産師は高等教育省が管轄するA1、保健省が管轄するA2、初級保健人材（伝統産婆を含む）（A3）に分割される。

A3は旧制度による資格で現在もこの資格の職員は存在しているが、学校での養成は廃止されている。  
19 保健人材養成のための保健省と高等教育省の共通政策「保健人材（看護師及び助産師）養成国家統一ビジョン」を具体化す

る規定となる。 
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ている状況にある。 

 
4) 指標2-4：達成見込み 

  「保健人材養成国家統一ビジョン」が保健省及び高等教育省の共同作業により策定さ

れた。さらに、PNDS（2016～2020年）及びこれに沿って策定されたPNDRHS（2016～2020

年）に同ビジョンの運用について記載された。終了時評価時点では保健省及び高等教育

省による合同承認を待っている状況にある。 

 

5) 指標2-5：達成 

  2014、2015、2016年の国家統一卒業試験（Jury National）20の評価報告が作成された。約

470のA2保健人材養成校（ITM/IEM）の学生約5,500名が国家統一卒業試験を受験しており、

その結果は、全国のDPSに共有されている。さらに、プロジェクトでは国家統一卒業試験

実施ガイドライン（Guide du Jury National）第2版21 の作成を支援し、全国の主要な採点セ

ンター、保健省職員及びDPS基礎教育長に対して使用説明会を開催し、全国での同ガイド

ラインの使用を徹底することにより、試験監督、採点、実施手順に係る改善が確認され

た。 

 
(3) 成果3 

成果3 指 標 
対象州において中央の

関与の下、PNDRHSに
則し、かつ事実に基づ

いた対象州のPPDRHS
が策定され実施が開始

される 

3-1. 対象州のPPDRHS（2011～2015年）が策定され、承認される。 
3-2. コンゴセントラル州及びオカタンガ州において80%以上の保健ゾーン

の保健人材データベースが作成され、報告書が作成される。 
3-3. コンゴセントラル州及びオカタンガ州において保健人材データベース

が更新される。 
3-4. 対象州の州保健人材年鑑が作成される。 
3-5. 対象州のPPDRHS（2011～2015年）の評価報告書が作成される。 
3-6. 対象州のPPDRHS（2016～2020年）が策定され、承認される。 

 
1) 指標3-1：達成 

  対象3州（旧行政区分）すべてにおいて、PPDRHSが策定され、承認された。各対象州

におけるPPDRHSの対象期間と承認時期は以下のとおり。 

 
表３－５ 各対象州におけるPPDRHSの対象期間と承認時期 

対象州 PPDRHS対象期間 承認時期 

コンゴセントラル州 2014～2016年 2014年10月 

西カサイ州 2014～2016年 2015年6月 

カタンガ州 2015～2017年 2015年3月 

 

2) 指標3-2：達成 

  コンゴセントラル州及びオカタンガ州において保健人材データベースが構築され、目

                                                        
20 全国統一卒業試験は、1966年に発出された保健人材に関する大統領令に基づき、保健省が1992年から一部の地域で試験的に

開始し、2002年から全国規模で実施しているITM/IEMの卒業予定者を対象とした全国統一の卒業試験である。 
21 同試験実施ガイドライン第1版がプロジェクトフェーズ1終了後、第6局主導で作成された。  
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標の80%以上に対して、コンゴセントラル州96.8%、オカタンガ州96.3%22の保健ゾーンの

保健人材データが登録された。カサイセントラル州は他の開発パートナー

（Intrahealth/IMA）の支援によりデータベースが完成している。 

 

表３－６ 各対象州における保健人材データベース完成時期及びカバー範囲 

対象州 完成時期 カバー範囲（目標80%） 

コンゴセントラル州 2015年10月 96.8%（30/31保健ゾーン） 

オカタンガ州 2017年3月 96.3%（26/27保健ゾーン） 

 
3) 指標3-3：達成 

  保健人材データベースの更新に関して、コンゴセントラル州では2016年9月にデータが

更新された。2017年のデータ更新は8月もしくは9月をめどに予定されている。オカタン

ガ州は2017年5月にデータベースが構築された2017年8月をめどにデータ更新が予定され

ている。コンゴセントラル州DPSでは、データベースの更新手順が作成され、州保健人材

技術委員会において採用が承認された。 

 

4) 指標3-4：達成 

  コンゴセントラル州は2016年11月に州保健人材年鑑2016年版を作成、発刊した。2017

年版は2017年9月に作成予定である。カサイセントラル州は2016年10月に2016年版州保健

人材年鑑を作成、発刊した。なお、カサイセントラル州では年鑑作成のため、他の開発

パートナーが作成した保健人材データベースを使用している。2017 年版は2017年8 月に

作成予定である。また、オカタンガ州では、2017年3月に州保健人材年鑑の基礎となる州

保健人材データベースが完成し、同年9月に保健人材年鑑の作成が予定されている。 

 

表３－７ 各対象州における保健人材年鑑の作成時期 

対象州 2016年版年鑑 2017年版年鑑（作成予定） 

コンゴセントラル州 2016年11月 2017年9月 

オカタンガ州 - 2017年9月 

カサイセントラル州 2016年8月 2017年8月 

 
  州保健人材年鑑が整備されることで対象州において、以下のような効果が確認された。 

 保健人材に関する全般的な情報が関係機関に共有され、州内の保健人材の実態が具体

的に広く認識された 

 具体的な数値を基に、公務員登録の促進や、給与や各種手当の支払いの適正化が促進

した 

 第2世代のPPDRHS策定に際して、具体的な根拠に基づく計画策定が可能となった 

 州保健人材年鑑のデータを、国家保健人材年鑑に反映することにより精度が向上した  

 
                                                        
22 コンゴセントラル州のKitona保健ゾーン及びオカタンガ州のVangu保健ゾーンは軍管轄下であるためデータベース作成が見

送られた。 
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5) 指標3-5：達成 

  コンゴセントラル州では2016年12月にPPDRHS（2011～2015年）の評価報告書が作成さ

れた。カタンガ州及び西カサイ州のPPDRHSの評価は、州保健行政再編成により、対象州

が分割され23、作成されたPPDRHSの対象、適応範囲が現状と合致しなくなってしまった

ことから、中央保健省の方針として、同2州での計画評価を実施しないこととした。 

 

6) 指標3-6：達成見込み 

  コンゴセントラル州及びカサイセントラル州では2017年3月にPPDRHS（2016～2020年）

が承認された。オカタンガ州でPPDRHSが策定され2017年7月の承認が見込まれる。各対

象州におけるPPDRHSの対象期間と承認状況は以下のとおり。 

 

表３－８ 各対象州におけるPPDRHSの対象期間と承認時期 

対象州 PPDRHS対象期間 承認時期 

コンゴセントラル州 2017～2020年 2017年3月 

カサイセントラル州 2017～2020年 2017年3月 

オカタンガ州 2017～2020年 2017年7月（予定） 

 
３－４ プロジェクト目標達成状況 

プロジェクト目標 指 標 
PNDRHSの策定及び実
施を効果的・持続的に
行うために必要な基盤
が保健省及び対象州に
おいて強化される 

1. 保健人材管理にかかわる関係者調整会議が、CRHSや保健人材調整メカニ
ズム（ONRHS）の機会を用いて、年4回以上開催される。 

2. 国家保健人材年鑑が年1回発行される。 
3. 対象州において、保健省によって作成された規定や文書が使用される。 

・ キャリア管理及び継続教育規定が60%以上の介入対象州で使用される。 
・ 助産教育マテリアルが75%以上の対象校（新プログラム導入校）で使用
される。 

4. 介入対象州において、州保健人材技術委員会が年4回以上開催される。 
 
(1) 指標1：達成 

CRHSは2014、2015年度とも3回ずつ開催され、2016 年度は4 回〔うち2 回は他の開発パ

ートナー（HFG、Intrahealth/IMA）による支援〕開催された。保健人材調整メカニズム（ONRHS）

は2014～2016年度まで毎年1回ずつ開催されており、これらを合計すると2014、2015年度に

年4回、2016年度に5回の調整会議が開催されたこととなり、目標の年4回を達成している。 

 

(2) 指標2：達成 

2013年及び2015年の保健人材年鑑が発刊された。2014年は保健人材年鑑に代え、保健人

材概況書（Profil Pays）が発刊された。2016年保健人材年鑑は2017年9月の発刊をめざしてい

る。 

 

                                                        
23 フェーズ2実施の2014年に発令された大統領令により、カタンガ州は四つの州に分割され、オカタンガ州が対象州とされ、

西カサイ州は二つの州に分割され、カサイセントラルが対象州とされた。 
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(3) 指標3：一部達成 

「成果2、指標2-1」に記載したとおり、キャリア管理規定24は2017年4月に作成され、終

了時評価時点ではCCTによる承認待ちの状況にある。承認後、対象州DPSへ配布し活用する

ことが計画されている。継続教育規定は2016年6月承認済み。しかしながら、対象州のDPS

ではいまだ活用25されていないが、既に各州での普及計画に沿ったTORが作成済みであり、

署名後直ちに活用可能な体制にある。 

A2助産師各種基準はすべて作成済みである。2017年5月時点で新プログラムを用いている

17校26中14校（82%）において、プロジェクトにより作成された助産教育基準に沿った内容

の教育・評価が実施されており、目標の75%を達成している。残りの3校で助産教育基準が

導入されない理由は、必要な教材、実習機材といったインフラの不足、教員が指導方法を理

解していないことが主な理由であり、保健省はスーパービジョンの機会を設けて教員に対す

る助産教育教材の使用法を指導している。 

 

(4) 指標4：一部達成 

対象州における州保健人材技術委員会27の開催頻度に関して、コンゴセントラル州は、

2015年6月の第1回会議以降、定期的に開催され、2015年は9回、2016年は7回開催されており、

5回はプロジェクトからの財政支援を受けずに独自で開催している。プロジェクトの後半か

ら支援が開始されたカサイセントラル州では2015年に1回、2016年に4回会議が開催された。

同じく後半から支援を受けているオカタンガ州では2015年に1回、2016年の開催は、年末の

大統領選挙による専門家の国外退避の影響により3回にとどまったが、目標値である「年4

回以上の州保健人材技術委員会開催」をほぼ達成している。州保健人材技術委員会のなかで

はPPDRHS策定に係る計画、モニタリング、関係者への実施状況の共有等が実施され、州保

健人材関連部局との関係構築、情報共有が促進された。 

 

３－５ 上位目標達成状況（達成見込み） 
上位目標 指 標 

対象州における保健人材の

養成・定着・キャリア管理・

継続教育が適正かつニーズ

に即して促進されるととも

に、その成果が他の州へ普

及する。 

1. PNDRHSに基づき、PPDRHSが6州で策定される。 
2. 対象州のPPDRHS（2016～2020年）に係る活動予算が10%増加する。 

 
(1) 指標1：達成見込み 

対象3州においてはPPDRHSが策定されたが、他州での策定実績はない。しかし、全国で

のPPDRHSの策定支援の実施がPNDRHS（2016～2020年）に記載され、また、対象州のPPDRHS

は、主に保健省カウンターパートからDPSへの支援により策定されており、保健省は

PPDRHS策定支援の能力を有している。さらに、第1局長によると、他州でのPPDRHS策定

                                                        
24 キャリア管理規程はDPSが保健人材を採用、配置する際のガイドラインとなる。  

25 活用とは、キャリア管理規定を各DPSに配布し、保健省によりDPS職員へその使用方法の指導を実施することまでとしてい

る。 
26 保健省第6局長通達に従って、A2助産師養成にコンピテンシーアプローチを用いているIEMが承認されている。 
27 州保健人材技術委員会では、PPDRHS、技術文書の策定、モニタリング結果の共有を実施している。 
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に関して、東カサイ州ではSave the Children、ルアラバ州ではUSAIDにより2017年7月からの

支援が予定されている。マニエマ州からのPPDRHSの策定要請に対しても世界銀行による支

援が検討されている。このことから、対象3州を含む計6州において、PPDRHSが策定される

可能性は高いと判断される。 

 

(2) 指標2：達成見込み 

指標2のPPDRHSに係る活動予算については、コンゴセントラル州では、政府予算及び開

発パートナーからの支援の増加により、表3-9に示すとおり予算（計画）に対する支出が増

加している。一方でカサイセントラル州、オカタンガ州においては、保健行政地方分権化の

影響により、PPDRHSに係る予算実績の推移を入手することができなかった。よって、現時

点での指標達成見込みの判断は困難であるが、コンゴセントラル州の状況からは、他の2州

においても将来の支出が増加する可能性は高いと判断される。 

 

表３－９ コンゴセントラル州におけるPPDRHS予算の推移 

（単位：USD） 
 2014年 2015年 2016年 

予算 8,706,154 9,758,445 8,997,643 
支出 3,815,164 6,302,160 6,206,569 

% 44% 65% 69% 
出所：コンゴセントラル州DPS 

 
３－６ 阻害・貢献要因 

(1) 効果発現に貢献した要因の分析 

1) 開発パートナーとの協働 

  プロジェクトでは効率性、持続性と正のインパクトを期待し、他の開発パートナーと

の協働を進めている。他の開発パートナーとの共同により、人材開発に係る活動につい

て財政的な支援が増えるといった相乗効果が確認された。 

 

2) 対象州カウンターパートとの直接協議 

  州の主要カウンターパートであるDPS資源管理部長との直接協議の場を可能な限り多

く設定することがプロジェクトの運営方針とされた。担当専門家に加え、チーフアドバ

イザーも可能な限り現地に赴くことで、良好なコミュニケーションが促進され、対象州

での円滑な活動の実施に貢献した。 

 

(2) 効果発現を阻害した要因の分析 

1) コンゴ民大統領選挙による日本人専門家の一時退避 

  2016年12月のコンゴ民大統領選挙による混乱により、日本人専門家の退避一時帰国措

置が取られた。これが州保健人材技術委員会開催等、一部の州でのプロジェクトの進捗

に影響を及ぼしたものの、その遅れは取り戻されつつある。 
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2) 対象州での実施体制確立の遅れ 

  カサイセントラル州では州保健大臣の解任、IPSとDPSの分割、保健行政再編成による

11州から26州への分割といった影響により、PPDRHSモニタリング評価を担う州保健人材

技術委員会が長期にわたり開催されなかった。オカタンガ州、カサイセントラル州では、

保健行政分権化の影響により、現時点でもMIPが未配置となるが、目立った影響は生じて

いない。 
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第４章 評 価 結 果 

４－１ 妥当性 

妥当性は以下の点から「高い」と判断する。 

 

(1) コンゴ民保健政策・戦略との整合性 

PNDS（2016～2020年）は、2016年3月に実施されたPNDS（2011～2015年）の評価結果を

踏まえ、国連のSDGs並びにユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（Universal Health Coverage。

以下「UHC」という。）の実現を重点に策定された。PNDS（2016～2020年）では①保健サ

ービス受診のための給付・補助金の設立、②保健システムの強化（保健サービス供給、保健

医療施設・医療機材、保健人材、医薬品、保健財政、保健情報）、③ガバナンス強化が優先

課題として明記されており、本プロジェクトの目標は特に②保健システムの強化における保

健人材、保健情報の整備と合致している。 

 

(2) コンゴ民のニーズとの整合性 

PNDS（2011～2015年）の評価が実施され、保健指標の達成状況が確認された。その結果、

予防接種率、ANC利用率、熟練介助者立ち会いによる分娩やマラリア予防の蚊帳の利用率

などは改善されてきたが、妊産婦、乳児死亡率を含む大部分の指標が未達であった。この要

因として、保健セクター改革、法基盤整備が予定どおりに実施されていないこと、特に保健

ゾーンにおける保健サービスの強化に必要となる保健人材能力強化が推進されていないこ

とが評価報告書に指摘されている。 

公立の保健医療施設に勤務する医療従事者数は大幅に増加している28ものの、2015年の保

健人材配置割合は9.63人（対人口1万）で、UHC達成には、人口1,000人当たりの医師・看護

師・助産師の合計が4.45人（45人対人口1万）とするWHOの国際基準を大幅に下回っている。

さらに、保健人材基礎教育においては、高等教育省管轄の高等保健人材養成校（ Institut 

Supérieur des Techniques Médicales。以下「ISTM」という。）が過去7年間に急増しており（42%

増）、保健省管轄の中等保健人材養成校（ITM/IEM）との保健人材養成に係る国家共通政策

の策定及びその実施が急務となる。急増する教育機関が提供する教育内容の医療現場のニー

ズとの不一致による、保健サービスの質の低下が懸念されており、教育の質の向上が求めら

れている。さらに、現職の医療従事者には、技術を向上させるための継続教育の強化や定着

につながる労働条件や公務員身分の保障などの改善が課題とされている。このことからも本

プロジェクトの目標は終了時評価時点においても同国の保健人材の開発ニーズと合致して

いる。 

 

(3) 日本の政府開発援助（ODA）政策との整合性 

外務省、対コンゴ民事業展開計画における基本方針（大目標）「国家再建に向けた平和

の定着と基礎的な経済社会発展への支援」での重点分野（中目標）として、①平和の定着、

②社会サービスへのアクセス改善、③環境保全、④経済開発の4 分野があり、そのなかで本

                                                        
28 保健人材は2008年の9万275人から2015年の14万7,129人（5万6,854人増）に増加した。 
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プロジェクトは②社会サービスへのアクセス改善に位置づけられている。さらに、2016年の

第6 回アフリカ開発会議（Tokyo International Conference on African Development。以下

「TICAD VI」という。）におけるナイロビ宣言の優先分野の一つである「質の高い生活の

ための強靱な保健システムの促進」に関し、特に人材育成を通じて「公衆衛生危機への対応

能力及び予防・備えの強化」及び「アフリカにおけるUHC推進」の実現に寄与するもので

ある。 

 

(4) 日本の支援の比較優位 

JICAは、コンゴ民同様に仏語圏であるセネガルにおいても保健人材養成に係る技術協力

プロジェクトを実施した実績があり、本プロジェクトが対象とする課題に取り組む知見を十

分に有している。また、タンザニアにおける保健人材データベース構築の経験、カンボジア、

アフガニスタンにおける紛争後の状況下での保健人材の養成に関する支援の経験を有して

いる。 

 
４－２ 有効性 

有効性は以下の点から「やや高い」と判断する。 

 

(1) プロジェクト目標の達成度 

プロジェクト目標である「PNDRHSの基盤強化」において、定量指標として設定されてい

る四つの指標のうち、指標3の指標の一部を除いてほぼ達成されている。 

保健人材管理にかかわる関係者調整会議及びONRHSの開催（指標1）に関しては、同会議

の定期的開催により開発パートナーを含む保健省内外の関係者との協働が進んでいる。具体

的には他の開発パートナーを巻き込んでPNDRHSの評価・策定が行われていることや、公務

員省との協働による対象州での無給公務員29への財源確保といった連携が促進された。保健

人材年鑑の作成（指標2）については、定期的に保健省第1局により年鑑が作成され、全国レ

ベルでの保健人材配置の現状を明らかにすることに貢献している。一方、保健省による承認

の遅れにより、キャリア管理規定及び継続教育規定の対象州での使用に係る指標（指標3）

が未達成となる。規定の承認後、対象3州での規定の適用が計画されているが、プロジェク

トの残り期間にかんがみると、対象州においてこれらの規定が適切に使用される可能性は低

いと想定される。また、カサイセントラル州、オカタンガ州における州保健人材技術会議の

回数（指標4）が目標値を若干下回るが、これは、地方保健行政区の再編成の混乱によるも

のであり、組織の安定化とともに改善傾向にある。 

上記のことからも、一部の指標が未達であるが、プロジェクト目標であるPNDRHSの策

定・実施のための基盤強化はほぼ達成されたと判断できる。 

 

(2) 成果とプロジェクト目標との関係の適切性 

プロジェクト目標であるPNDRHSの効果的・持続的策定及び実施のための基盤強化のため

には、PNDRHSが規定する主要課題である定着、養成、キャリア管理、継続教育の4本柱に

                                                        
29 無給であるために職員のモチベーションは極めて低く、職場放棄、職務放棄、遅刻などが日常的となっている。他方、高い

失業率、低賃金の労働環境のなか、公務員としての地位は確保しておきたいという意図から公務員としてとどまっている。 
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資する基盤整備が実施される必要がある。プロジェクトの各成果は中央、州レベルにおける

これら四つの主要課題の基盤整備に直接的に資するものであることから、プロジェクト目標

達成のための各成果の貢献は明確である。 

 

(3) 外部条件 

プロジェクト目標達成に至る外部条件には「対象州において治安が悪化しない」が設定

されている。同外部条件については、前述の「効果発現を阻害した要因の分析」のとおり、

2016 年12 月のコンゴ民大統領選挙時の治安の悪化による日本人専門家の退避及び、カサイ

セントラル州における日本人専門家の渡航制限により外部条件が満たされない状況が生じ

たが、現地スタッフの対象州への配置、日報の提出等による報告の徹底といった措置により、

プロジェクト目標達成への影響を最小限にとどめている。 

 
４－３ 効率性 

効率性は以下の点から「高い」と判断する。 

 

(1) 投入状況 

コンゴ民側、日本側双方からの投入は計画どおりに実施され、量、質、タイミングとも

に適切であり、各成果の発現に貢献していることが確認された。特に、プロジェクトの支援

により保健省が予算計画に基づき事業を遂行する能力が向上しているとともに、国家統一卒

業試験に必要な予算として、保健省が1万1,492 USD の財源を投入するなど、事業実施に自

己予算の投入を開始している。 

 

(2) 開発パートナー、他省庁、対象州との連携 

CNP-SSやONRHSの活性化により、開発パートナーによる保健人材開発分野への参入が増

加し、開発パートナーの財政支援によりPNDRHSの評価・策定が実施されるなど、プロジェ

クトの事業費を抑えた効率的な運営が可能となりつつある。さらに、公務員省との連携によ

り、保健人材データベースを基に、無給公務員への給与が確保されつつあるという好事例が

発現している。また、オカタンガ州及びカサイセントラル州における保健人材データベース

構築の際にコンゴセントラル州のDPS職員による技術支援が実施されるなど、対象州間の連

携による効率的なプロジェクト運営が実施されている。 

 

(3) 対象州への現地スタッフの配置 

対象州における日本人専門家を介した定期会合を補完する体制として、対象州に現地ス

タッフを配置し、事業遂行補助に加え、カウンターパート機関や現地の情報収集を行い、こ

れを日報として報告する体制を確立したことで効率性の向上が図られた。治安、地理的に日

本人専門家のアクセスが制限されている州に現地スタッフを配置し、連絡体制を構築するこ

とにより、プロジェクトの持続的実施を可能とした。 

 

(4) 機材の活用状況 

機材供与として、主に州保健人材データベース構築に向けたパソコン及び周辺機器の供
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与が行われた。輪転機が供与された第6 局では機材管理の責任者を配置し、半年おきにメン

テナンスが実施されており、適切な維持管理が実施されている。一方で2014年に供与した機

材の約20％に不具合が生じているので、保健省に対してコピー機などの機材使用に慣れてい

る職員配置を要請するといった措置が取られている。 

 

４－４ インパクト 

インパクトは以下の点から「やや高い」と判断する。 

 

(1) 上位目標の達成の見込み 

プロジェクトの上位目標の達成見込みに関しては、対象州でのPPDRHSに係る活動予算の

増加に係る指標については、コンゴセントラル州では、地方政府機関及び開発パートナーか

らの支援の増加がみられる。一方でカサイセントラル州、オカタンガ州では保健行政区の分

割の影響により、予算実績の推移の増減を確認することができない。しかし、コンゴセント

ラル州の状況にかんがみると、同2州においても将来の達成が見込まれる。 

他州でのPPDRHS策定に関しては、PNDRHSにより全州での策定が推奨されていると同時

に、技術的にも保健省職員による普及支援が可能であるが、策定のための予算確保が求めら

れる。そのため保健省は、開発パートナーに対するアドボカシーを実施し、東カサイ州では

Save the Children、ルアラバ州ではUSAIDによりPPDRHS策定支援が計画されている。さら

に、マニエマ州においても世界銀行による支援の協議が進んでいるなど、他州でのPPDRHS

の策定支援が促進されており、上位目標の達成の見込みが高い。 

 

(2) その他の正のインパクト 

 対象州のコンゴセントラル州及びオカタンガ州では州保健人材データベース作成され、

保健人材の無秩序な人材の任命や登用の実態が州政府に報告された。その結果、各医療

施設や保健行政施設レベルでの人材登用を禁止するとした州知事令が発布された。 

 コンゴセントラル州政府は公式に中央の公務員省、保健省及び財務省に対して、退職対

象者、行方不明者、死亡等、実際には存在しない543名の職員を除外することを求める公

式通知を行った。また、州内の公務員番号未登録かつ正式任命書がない職員の4,000 名

のうち、436 名が人材任命書（Commission d’affectation）を受領した。そのうち、97 名

が公務員番号を受領し、さらに、36 名に対して給与の支払いが開始された。 

 開発パートナーであるSave the Children、Intrahealth/IMA及びHFGはプロジェクトの支援

で策定されたONRHS、保健人材年鑑をプロジェクトの計画策定時の対象サイトの現状把

握などに活用している。 

 助産教育基準が導入された保健人材センター、14校中、卒業生を輩出した3校の試験合格

率が100%に達した30。 

 2016 年11 月のバンクーバーでの保健システムリサーチ国際シンポジウムにおいて、カ

ウンターパートとプロジェクトが共同で実施したエボラウイルス病対策研修における関

係機関の調整についての発表により「Best French Poster Awards」 を受賞した。 

                                                        
30 保健省第6局では、本プロジェクトにより作成された助産教育基準を基に全国統一テストを作成していることから、助産教

育基準の導入校での合格率が高くなる傾向にある。 
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４－５ 持続性 

持続性は以下の点から「中程度」と判断する。 

 

(1) 政策面での持続性 

「4-1妥当性」に記載したとおり、本プロジェクト目標は現行のPNDS（2016～2020年）に

沿ったものである。また、同計画を基に、保健人材開発に係る国家計画であるPNDRHS（2016

～2020年）が本プロジェクトの支援により策定され、終了時評価時点で承認待ちの状況にあ

る。PNDRHS（2016～2020年）には本プロジェクト取り組みである「ガバナンス」「キャリ

ア管理」「基礎教育」「継続教育」「パートナー」といった保健人材開発に係る五つの優先

課題が示されており、これらの活動については、PNDRHSに沿って少なくとも2020年までの

実施が計画されている。さらに、対象州のコンゴセントラル州及びカサイセントラル州では

PPDRHS（2016～2020年）が策定・承認され、オカタンガ州では2017年6月の承認が見込ま

れることから、対象州においても政策面での持続性は高い。 

 

(2) 組織面での持続性 

保健省においては、2017年4月に保健省保健監督総局（Inspection Générale de la santé）が

新たに設置され、プロジェクトのカウンターパートであった保健省第6 局長が、この保健省

保健監督総監に就任した。また、全13局から構成されていた部署が9局に再編成されること

で、本プロジェクトのカウンターパートである第1局と第11局が合併し人材局となる再編31

が近日施行される可能性が高く、組織の持続性の観点から、これら保健人材関連局の再編後

の実施体制には留意が必要となる。 

州レベルにおいては、保健行政地方分権化に伴い州保健局がIPSとDPSの2組織に分離され

た。保健行政区分の再編成により、新たにIPS、DPSが設置されたカサイセントラル州及び

オカタンガ州では、DPSの人員不足、インフラの未整備といった課題が生じており、保健人

材データベースの維持管理など、州レベルでの活動の継続に影響を与える可能性がある。 

 

(3) 技術面での持続性 

カウンターパートの業務遂行能力という点では、中央保健省の保健人材関連局の職員は

十分な業務遂行能力を有している。州レベルのカウンターパートについてもPPDRHSの策

定・評価及びデータベースの運用・管理、保健人材年鑑の作成に係る一定の能力を有してい

ることが確認された。さらに、PNDRHS評価ツール、国家統一卒業試験実施ガイドラインが

整備されており、これらを活用した業務の継続が想定される。他方、今後の他州への普及に

際して、PPDRHS策定ガイドライン、保健情報データベース作成ガイドライン、州保健人材

年鑑作成ガイドラインの整備支援が保健省からの要望として確認された。  

 

(4) 財務面での持続性 

国家統一卒業試験に必要な予算はプロジェクトから支援されてきたが、2016年の試験に

おける保健省職員出張旅費の一部及び試験会場監督官の人件費など1万1,492USDが保健省

                                                        
31 第6局は基礎教育局として継続する。 
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により負担された。また、2016 年に実施された基礎教育局能力開発セミナー開催に係るカ

ウンターパート出張旅費など約2万USDが保健省により負担された。一方で保健省による負

担のほとんどが基礎教育局に関連する事業であり、国家及び州レベルにおけるPNDRHS、

PPDRHSの実施のための政府予算は、職員給与や危険手当の支払いに終始し、保健人材開発

に係る事業予算は開発パートナーからの財政支援に依存している。そのためこれら保健人材

開発計画の持続的な策定・実施には、国家予算の確保もしくは、開発パートナーからの財政

支援を確保するためのアドボカシー強化が求められる。 

 

４－６ 結 論 

プロジェクト実施中には治安の悪化による日本人専門家の退避、地方保健行政再編成といった

外部条件が生じたにもかかわらず、計画された活動はほぼ計画どおり実施され、成果を発現して

いる。評価5項目に関しても妥当性、効率性は高く、有効性、インパクトはやや高いと判断される。

他方、持続性については政策面、技術面は高いが、特に対象州における組織面、財務面に関して

は、改善がみられるもののカウンターパート機関による一層の努力が必要となる。全体としては、

プロジェクト終了までにプロジェクト目標がおおむね達成することが見込まれる。また、今後の

他州への普及のため、プロジェクトの延長による「PPDRHS策定ガイドライン」「保健人材データ

ベース作成ガイドライン」及び「州保健人材年鑑作成ガイドライン」への作成支援がコンゴ民側

から要請された。さらに、既に採択されている次期プロジェクトの計画に際しては、本終了時評

価における達成状況、提言、教訓を踏まえる必要がある。 
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第５章 提言・教訓 

 

５－１ 提 言 

(1) プロジェクト期間内 

1）キャリア管理、継続教育規定及び国家統一ビジョンの早期承認 

  キャリア管理規定、継続教育規定及び国家統一ビジョンの承認手続きを加速し、特に

キャリア管理規定、継続教育規定はプロジェクト期間中に対象州において実施する必要

がある。プロジェクト完了後は、実施のための支援が受けられなくなる可能性があるこ

とから、承認手続きと並行して、対象州での各規定の実施に係る計画策定・体制整備を

事前に進めることが望まれる。 

 

2）プロジェクト内でのPPDRHS普及のためのガイドラインの作成 

  現在、本プロジェクト成果を活用したカウンターパート機関によるアドボカシーの結

果、開発パートナーによる東カサイ州、ルアラバ州、マニエマ州等、他州でのPPDRHS策

定が検討されている。開発パートナーによる支援を円滑にし、各州で策定されるPPDRHS

の整合性を図るためにも、本プロジェクトにおいて「PPDRHS策定ガイドライン」そのた

めの必要な保健人材データベース整備に向けた「保健人材データベース作成ガイドライ

ン」及び「州保健人材年鑑作成ガイドライン」の作成を支援し、将来の他州への普及を

促進する。これら3種類のガイドラインは本プロジェクト期間内で作成されることが望ま

しく、必要に応じて2～3カ月程度のプロジェクト延長も検討すべきである。 

 

3）持続性確保のための予算確保 

  本プロジェクトで策定を支援しているPNDRHS及びPPDRHSの実施のための予算確保

のためには、コンゴ民国家予算の確保、CRHSやGIBSによる政府内及び開発パートナーへ

のアドボカシーの継続が必要となる。 

 

(2) プロジェクト終了後 

1）「コンゴ民の家」土台づくりから四つの柱へのアプローチへの移行 

  コンゴ民の保健人材開発支援は、保健人材開発システムを包括的にとらえるためのツ

ール、枠組みであるHouse Model32を基にコンゴ民側と共同で概念化された「コンゴ民の

家」（図5-1）を念頭に実施されてきている。本プロジェクトよるガバナンスや保健人材開

発行政の基盤づくりという土台部分（政策、戦略、規則、計画、パートナー、研究、規

定）への支援から、柱に相当する部分（定着、継続教育、キャリア管理、養成）への支

援に移行することが望まれる。 

  さらに、本プロジェクトの支援により策定されたPNDRH及びPPDRHSの実現可能性の

向上のため、計画（Plan）、実施（Do）、評価（See）サイクルを試行し、その結果を計画

にフィードバックすることが求められる。 

                                                        
32 「テクニカル・レポートvol. 04 保健人材開発システム分析モデルと開発途上国における活用（国立国際医療研究センター、

2011年）」http://kyokuhp.ncgm.go.jp/library/tech_doc/tec04_2013.pdf 
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図５－１ コンゴ民の家 

 

５－２ 教 訓 

(1) 保健省人材関連局の部署間の連携 

活動の実施に際して、本プロジェクトでは保健省内の保健人材関連局（第1、6、11局）

及びDPSの連携が重視された。また、養成、キャリア管理、定着、継続教育の四つのサブ委

員会を有するCRHSにより、保健人材関連局の連携が促進された。このことが、一部の州に

おいて実際に適正配置が促進された貢献要因といえる。保健人材開発には単独の部局ではな

く、関連部署が連携することによる包括的なアプローチの実施が望まれる。  

 

(2) プロジェクト・サイクル・マネジメント（PCM）ワークショップ、活動計画の合意によ

る当事者意識の向上 

プロジェクト形成段階で参加型計画策定手法であるPCMワークショップにより、活動計

画をコンゴ民側関係者とともに作成したことにより、保健省のプロジェクトであるという当

事者意識を醸成した。さらに、各活動の実施過程においても、コンゴ民側及び日本側の議論

を通して双方が合意した詳細計画を策定することにより、主体的な活動の実施が実現した。 

 

(3) 現地スタッフとのコミュニケーション 

本プロジェクトでは、対象州にプロジェクト雇用の現地スタッフを配置し、日報の作成、

連絡体制を強化することにより、日本人専門家が不在の際にも活動を円滑に遂行させている。

治安の悪化から日本人専門家による直接的指導が限定的となったカサイセントラル州及び

オカタンガ州では、現地スタッフによる州保健局への支援を提供した。その際、日本人専門

家と現地スタッフとの日常的な連絡・指示・報告等のコミュニケーション体制が、支援の質

の確保に貢献した。 
 

(4) 実現性のある計画の策定 

本プロジェクト開始時、広大な3州の全保健ゾーンを網羅する保健人材データベースの作

成が、計画されていた。その後、保健行政地方分権により同3州は7州に分割されたため、中

間レビューにおいて、それらの7州から更に3州を対象として再選定した。結果として対象と
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する保健ゾーン数は減少したため、同データベースは比較的容易に完成した。また、カサイ

セントラル州においては、他の開発パートナーが支援提供したため同データベースが完成し

た。このように、幾つかの当初予定されていなかった状況がなかったら、期間内での完成は

困難であったことが推定される。よって、プロジェクトの計画策定時には、投入規模・協力

期間と対象地域の規模とのバランスを十分考慮し、実現性のある計画を策定することが望ま

しい。 
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第６章 総括、技術参与所感 

 

６－１ 総括所管（相賀専門員） 

(1) 適正配置のアプローチ 

多くの途上国と同様、コンゴ民では、これまで定期的な保健人材の地域間・保健施設間

の人事異動を行ってこなかった。そのような国々においては、既に勤務地に配置されている

現職人材を人事命令に基づき異動させることによる配置是正は、労使間の摩擦等の多くの困

難を伴うのが通例である。ましてや、給与の遅配や未支給が顕在化しているコンゴ民におい

ては、人事異動に基づく配置是正は、相当規模の混乱を引き起こすと予想される。よって、

同国における保健人材の配置是正は、①人材が不足している保健施設への新規採用職員の優

先配置、②退職者数33と新規採用職員数との調整による保健人材の漸増―といった段階的な

アプローチによるべきだ。同アプローチにより、一定期間を要するものの労使の信頼関係を

損なうことなく穏便かつ着実に配置是正がなされることになる。このように、保健人材の適

正配置と定着をめざしたプロジェクトの成果やインパクトの発現には時間を要することを、

JICAと保健省の双方が再認識すべきである。 

 
(2) プロジェクト成果の発信形態 

WHOは、“World Health Report 2006”及びカンパラ宣言“Agenda for Global Action”にて

保健人材の課題を6カテゴリーに整理した。本プロジェクトは、JICAのみならず他の開発パ

ートナーのプロジェクトを含めても、これらの6カテゴリーのうち保健人材の配置と定着を

めざした数少ない貴重なプロジェクトである。よって、本プロジェクトは、単にコンゴ民の

みならず、他国や他の開発パートナーの適正配置と定着を目的とするプロジェクトを検討す

る際の試金石として、重要な教訓をもたらすであろう。その観点で、プロジェクトの成果を

単にコンゴ民保健省やJICA、国立国際医療研究センター（National Center for Global Health 

and Medicine。以下「NCGM」という。）等の内部文書として残すだけではもったいない。

“4th Global Symposium on Health System Research”（バンクーバー、2016年10月）での発表

に続き、来る“4th Global Forum on Human Resources for Health”（ダブリン、2017年11月）

にて発表することが計画されており、その意義は大きい。適正配置と定着という貴重な分野

への介入だけに、可能であれば学会発表にとどまらず学術誌に論文の形で残すことも検討し

てほしいものだ。 

 

６－２ 技術参与所感（江上技術参与） 

紛争後のコンゴ民に対して技術協力協定が2007年に再開した。保健分野では2008年7月に合意

された二国間協力指針「コンゴ民主共和国保健システム強化戦略における保健人材開発戦略への

支援」に基づき2010年から3年間実施したフェーズ1により、保健人材に関する初の国家計画

PNDRHS（2011～2015年）」が策定されるとともに、国家計画の目標・戦略に沿った調整能力強化、

保健人材情報システムの構築などが支援された。その成果を州レベルに拡大して実効性を高める

                                                        
33 退職者には、中途退職者（死亡者を含む）と定年退職者から構成される。  
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目的で2014年1月から4年間の予定でフェーズ2を実施した。 

プロジェクト終了を半年後に控え、その成果を分析し残りの期間の課題と今後の方向性に関し

て確認するために終了時評価を行い、その後引き続き行われる、次期プロジェクトの詳細設計調

査に対してもその結果と教訓を反映させることとし、小職は終了時評価の技術参与として日程の

一部参団した。 

 
(1) プロジェクトの意義 

当プロジェクトは、行政機能が脆弱な国で保健人材の基礎となる政策をつくり、人材に

関する情報を収集してデータベースを策定し、政策を実施しモニタリングするという機能を

支援するとともに、その過程を通じて保健省の行政機能の強化を支援してきた。関係者で

PCMワークショップを行って枠組みを策定し、国家保健人材計画の評価においても同様に

分析・評価を行い、その過程を通じて関係者の高いコミットメントとオーナーシップを熟成

した。特筆すべきは、このようにプロジェクトデザインをコンゴ民側と一緒に策定したこと、

さらにそのように策定したプロジェクトの計画と運営との間でぶれなかったことであろう。 

中央及び州の多岐にわたるカウンターパートとのコミュニケーションをていねいに行い、

治安状況のために専門家がサイトを訪問できないときにも細かな指示・助言を行ってきた専

門家チームと現地スタッフの努力により、これらの成果がもたらされた。さらに、JICA事

務所の極め細かな支援とモニタリング、政策アドバイザーとの連携もその過程をあと押しし

ている。 

質のよい保健医療サービスを提供する保健人材あってこそのUHC達成への一歩であり、

また、金銭的なインセンティブによる保健人材への短期的な動機づけではなく、長期的視野

にたって保健人材の制度を整えていく、重要度の高い支援である。 

 
(2) プロジェクト活動の発信 

中間レビューでも指摘させて頂いたが、このプロジェクトの意義・成果が複雑で数字や

絵になりにくい性質のものであることから一般には難解でその意義が理解されにくい。われ

われ東京サイドもプロジェクトともにその広報の仕方への工夫をする必要がある。  

一方、2016年11月のバンクーバーでの保健システムリサーチ国際シンポジウムでエボラ

ウイルス病対策研修実施における関係機関の調整に関する発表がベスト仏語ポスター賞を

受賞した。2017年11月の保健人材フォーラムに向けても発表すべく演題提出準備を行ってい

る。このような形で成果を発信していくことも、保健人材管理に対するJICAの地道な取り

組みの成果がパートナーや他国からも理解され他国への示唆になることから、重要であろう。 

  
(3) 次期案件の枠組みの策定 

この終了時評価調査ののちに次期案件の詳細設計調査が行われる。これまでもその策定

のために、プロジェクトが関係者とともに、今プロジェクト同様、ワークショップを行い後

継案件の概要・枠組みを検討してきた。それを踏まえて日本側でもこの終了時評価の前から

検討を行ってきた。終了時評価において、保健人材政策の枠組みである『コンゴ民の家』の

土台づくりから4本の柱の強化に着手し移行していくことの必要性について理解されたこと

から、そのビジョンを軸に規模や投入も含めた詳細な次期案件の枠組みが検討されるであろ
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う。保健人材の適正な配置と質の確保をすすめられるような枠組みを、中長期的な視点で作

っていく必要があり、それは何よりもコンゴ民保健省のカウンターパートが切望しているこ

とが今回のミッションで理解された。 
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１．M/M、合同終了時評価報告書（仏文 M/M サイン版） 

２．評価グリッド 

３．質問票 

 

 





１．M/M、合同終了時評価報告書（仏文 M/M サイン版）
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大項目 小項目

上位目標の達成度（⾒
込み）

【対象州における保健⼈材の養成・定着・キャリア管理・継
続教育が適正かつニーズに即して促進されるとともに、その
成果が他の州へ普及する】

1. PNDRHSに基づき、対象３州（目標６州）においてPPDRHS（2011〜2015年）
が策定されたが介入対象州以外では策定されていない。（未達）
2. 対象州の州保健⼈材開発計画（PPDRHS）に沿って毎年の予算措置が⾏われてい
る。予算（目標：10%増）（増加率要確認）

①関連資料
②保健省関連局、州保
健局
③JICA専門家

プロジェクト目標達成度 【国家保健⼈材開発計画（PNDRHS）の策定及び実
施を効果的・持続的に⾏うために必要な基盤が保健省及
び対象州において強化される】

1.保健⼈材管理にかかわる関係者調整会議及び保健⼈材オブザベートリー双⽅の機会を
合計すると、2014 年度4 回、2015 年度4回、2016 年度5 回、2017 年度は、5 ⽉
20⽇現在未開催。（目標：4回/年）（達成）
2.開催保健⼈材年鑑は予定どおり発⾏されている。（2014年は保健⼈材概要を作成）
2016年年鑑は2017年9⽉作成予定。（達成）
3.作成文書の使用状況
-キャリア管理規定は2017年4⽉に作成済み、現在は国家承認⼿続き中（未達）
-継続教育規定は2016年6⽉承認済み、現在は保健⼤⾂署名待ち（目標：60％以上
の対象州での使用）（未達）
-助産マテリアル作成済み、新プログラム導入校17校中14校（82%）で使用（目標：
70％以上の対象校での使用）（達成）
4.州保健⼈材技術会議は、コンゴセントラル では2015年度9回、2016年度7回（計16
回）、カサイセントラルでは2015年度1回、2016年度4回（計5回）、オカタンガでは
2015年度1回、2016年度3回（計4回）実施された。（目標：4回/年）（⼀部達
成）

①関連資料
②保健省関連局、州保
健局
③JICA専門家

成果1. 国家保健⼈材開発計画（PNDRHS）(2011
〜2015年)の評価結果に基づき、国家保健⼈材開発計
画　PNDRHS(2016〜2020年)が策定・承認される。

1-1.評価ツールが作成され、PNDRHS（2011-2015）評価に使用された。（達成）
1-2.PNDRHS(2011〜2015年)評価報告書作成、発刊された。（達成）
1-3.2014年保健⼈材概況書(Profil Pays)を発⾏した。（達成）
1-4.PNDRHS(2016〜2020年）2016年2⽉策定開始、現在、国家保健セクター運
営会議技術委員会で承認待ち。（未達）

①関連資料
②保健省関連局
③JICA専門家

成果2. 国家保健⼈材開発計画（PNDRHS）を実施
するための各種規定が整備される。

2-1.-キャリア管理規定は2017年4⽉に作成済み、現在は国家承認⼿続き中（未達）
2-2.職能基準意外のすべて（助産師職能基準、能⼒基準、教育基準、評価基準、シラ
バス）が作成された。職能基準はキャリア管理規程承認後作成（達成）
2-3.継続教育規定は2016年6⽉作成済み、現在は保健⼤⾂署名待ち（未達）
2-4.保健⼈材統⼀ビジョン（保健省と⾼等教育省による承認待ち）（未達）
2-5.国家統⼀卒業試験評価報告書は2014、2015、2016年において作成済み。国家
統⼀卒業試験実施ガイドライン作成済み（達成）

①関連資料
②保健省関連局
③JICA専門家

成果3. 対象州において中央の関与の下、国家保健⼈材
開発計画（PNDRHS）に則し、かつ事実に基づいた対
象州の州保健⼈材開発計画（PPDRHS）が策定され
実施が開始される。

3-1.対象3州すべてでPPDRHS完成済み（達成）
3-2.州保健⼈材データベース、報告書：コンゴセントラル完成（2015年10⽉、カバー
率：96%）、オカタンガ完成（2017年3⽉カバー率：96.3%）、カサイセントラルは他開
発パートナー（ASSP/IMA)の支援により完成（達成）
3-3.データベースの更新：コンゴセントラルでは2016年9⽉に更新、オカタンガでは2017年
3⽉完成のため更新時期を迎えていない（達成）
3-4.州⼈材年鑑：コンゴセントラルの2016年版⼈材年鑑は完成、2017年版は2017年
9⽉作成予定、カサイセントラルで2016年版完成、2017年版は2017年8⽉に作成予
定、オカタンガは2017年9⽉に作成予定（オカタンガ未達）
3-5.PPDRHS（2011〜2015年）評価：コンゴセントラルでは2016年12⽉に報告書
作成、発刊、他の2州は保健⾏政再編成によりPPDRHSの適応州が変更になったため保
健省が評価は実施しないこととした。（達成）
3-6.PPDRHS（2016〜2020年）：コンゴセントラルは2017年5⽉に策定、発刊。カサ
イセントラルは策定後、承認待ち。オカタンガでは現在策定中（カサイセントラル、オカタンガ
未達）

①関連資料
②保健省関連局、州保
健局
③JICA専門家

カウンターパートの変更は、プロジェクトの実施にどのような影
響を与えているか？（中央保健省、州保健局の実施体
制）

保健省第6 局⻑が、新たに設置された保健省保健監督総監に就任した。これに伴い、第6
局⻑及び第6 局課⻑の後任が就任し、中央保健省の合同調整委員会のメンバーを変更し
た。
介入対象州の州保健監督官の再配置計画(州保健監督官の出身地以外に配置するとい
う前保健⼤⾂の政策)の推進により、コンゴセントラル州では新たな州保健監督官が配置さ
れたが、カサイセントラル、オカタンガでは⻑きにわたり新たな州保健監督官が配置されていな
い。

⾏政区分の再編成及びIPS、DPSの分離はプロジェクトに
どのような景況を与えているか？

カサイセントラルでは、2014 年12 ⽉にPPDRHS が承認されたものの、PPDRHS モニタリン
グ評価を担う州保健⼈材委員会が⻑期にわたり開催されなかった。これは、⻄カサイ州保健
⼤⾂の解任、IPS とDPS の分割、保健⾏政再編成の影響が極めて⼤きい。

意思決定過程、情報共有の仕組みに問題はないか？

2016 年3 ⽉に実施された中間レビューにおいて、⼈材関連3 局⻑との合同モニタリングを
定期開催するよう提⾔された。⼈材関連3 局⻑との国外ミッション実施の際に合同モニタリン
グを⾏ったものの、定期開催には⾄っていない。
JCCは過去5回計画どおり実施されている。

活動進捗、成果達成、目標達成に阻害要因はあるか 2016 年12 ⽉のコンゴ⺠⼤統領選挙による混乱により、退避⼀時帰国措置が取られた。
これが事業進捗に影響を及ぼしたものの、その遅れを取り戻しつつある。

現状（報告書等） 情報源・収集方法

成果の達成度

実
績
の
検
証

(

P
D
M
）

プロジェクトのマネジメント体
制

実
施
体
制

①関連資料
②保健省関連局、州保
健局
③JICA専門家

コンゴ⺠主共和国「保健⼈材開発⽀援プロジェクトフェーズ２」終了時評価
評価グリッド

評価設問

２．評価グリッド

－ 90 －



相⼿国開発政策との整合
性

下記現⾏のコンゴ保健開発政策とプロジェクトの目標は整
合しているか？
第3次貧困削減・開発戦略書（DSCRPIII）（2016
〜2020年）
第3次保健システム強化戦略（SRSS）（2016〜
2020年）
国家保健開発計画（PNDS)（2016〜2020年）

DSCRPIII、SRSS、PNDSとプロジェクト目標の整合が確認された。
本プロジェクトでは、保健⼈材開発計画PNDRHSの州レベルでの計画となるPPDRHSの策
定支援を⾏うことにより、保健省及び州における効果的、継続的な計画策定能⼒強化を目
標としており、その支援内容は、同国における保健⼈材開発計画と⼀致する。

①DSCRP　III、
SRSS、PNDS、
PNDRHS、PPDRHS、
関連資料
②保健省関連局
③JICA専門家・コンゴ
事務所

相⼿国の保健⼈材開発の
現状からみた妥当性

プロジェクトは、保健省・対象州保健局が保健⼈材開発
分野で抱える課題に応える内容となっているか？
保健政策における地⽅分権化の動向と整合性があるか？

州レベルにおいては全州で州保健開発計画（PPDS）の策定が必要であり、その保健⼈材
分野の実施計画となるPPDRHSの策定が必要となる。本プロジェクトは対象州での
PPDRHSの策定と、その策定のためのエビデンスとなる保健⼈材の現状把握を可能とする保
健⼈材情報システムの構築が目的であり、コンゴの保健⼈材開発の現状と整合する。

①関連資料
②保健省関連局
③JICA専門家・コンゴ
事務所

ターゲットグループ（保健省、対象州保健局など）のニー
ズに合致した協⼒内容となっているか？

現状の初期教育の内容は保健医療現場のニーズに対応しておらず、「初期教育の質の向
上」、医療従事者への「継続教育」による医療従事者の技術向上のモチベーションの維持が
求められる。

最終受益者（住⺠）のニーズに合致した協⼒内容となっ
ているか？

特に⺟⼦保健指標の改善にはヘルスプロモーション、予防に精通する保健⼈材（助産師）
の養成・配置が重要となることから、これらの支援を中心とする本プロジェクトはターゲットグ
ループのニーズと合致している。

⽇本の援助政策との整合
性

援助重点課題、国別事業実施計画との関連性はある
か？

本プロジェクトは外務省、対コンゴ事業展開計画における基本⽅針の重点分野（中目標）
として「社会サービスへのアクセス改善」に位置づけられる。
TICADⅥナイロビ宣⾔の優先分野の⼀つである「質の⾼い生活のための強靱な保健システ
ムの促進」に関し、特に⼈材育成を通じて「公衆衛生危機への対応能⼒及び予防・備えの
強化」及び「アフリカにおけるユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）推進」の実現に寄与す
るものである。

①国別援助⽅針、国別
事業実施計画、
TICAD報告書
②JICA担当課・コンゴ
事務所

⽇本の比較優位性 本プロジェクトの実施に⽇本の比較優位性はあるか？

JICAはコンゴ同様、仏語圏であるセネガルにおいても保健⼈材養成に係る技術協⼒プロジェ
クトを実施した実績があり、本プロジェクトが対処する課題にアプローチするノウハウは十分に
有している。また、タンザニアにおける保健⼈材データベース構築の経験、カンボジア、アフガニ
スタンにおけるポストコンフリクトの状況下での保健⼈材の養成に関する支援において保健省
の能⼒強化を目的とした支援の経験を有している。

①JIICA専門家
②JICA担当課

プロジェクト目標の達成の⾒込みは⾼いか？（特に現時
点での未達の指標について、作成された文書の対象州で
の使用の⾒込みを確認する）

プロジェクト目標達成度に記載したとおり、プロジェクト目標の指標はおおむね達成されてい
る。

プロジェクト目標の指標及び入⼿⼿段は適切か？（必要
性、現実性、モニタリング体制の有無など）

プロジェクトの因果関係
各アウトプット（成果）はプロジェクト目標「PNDRHSの策
定・実施の基盤強」に寄与しているか？（各成果の質の
確認）

上述のとおり各成果はおおむね達成しており、プロジェクト目標の達成に寄与している。

外部条件 プロジェクト目標の外部条件・阻害要因はなにか？（治安
の影響、規程類の承認の遅れの要因を確認）

プロジェクト目標達成に⾄る外部条件には「対象州において治安が悪化しない」が設定され
ている。対象州の治安悪化による⽇本⼈専門家の活動の規制により影響を受けている。

アウトプットの達成⾒込み
各成果の達成状況、達成の⾒込みは⾼いか？（現時点
での未達指標の達成⾒込み、成果品の質、成果品の活
用状況を確認）

上述のとおり、各成果の活動はほぼ計画どおり実施されており、成果を発現しつつある。

①関連資料
②保健省関連局、州保
健局
③JICA専門家

投入の内容・規模・タイミングは適切か？（投入実績、機
材活用状況、本邦研修の有効性の確認） 投入は計画どおり実施されており、活動の目⽴った遅れも報告されていない。

①投入実績、PO
②保健省関連局
③JICA専門家

中央保健省と州保健局の連携による相乗効果はあるか？
また、対象州間の連携はあるか？

オカタンガにおける保健⼈材データベース構築の際、中央保健省及びコンゴセントラルの保健
⾏政官が同州に出向き、この作成過程を支援した。

予算低減に向けた取り組みが計画されているか？（国家
統⼀卒業試験への財政支援を10%減とする⽇本側の支
援戦略の達成状況）

プロジェクトの支援により保健省が予算計画に基づき事業を遂⾏する能⼒が向上しているとと
もに、保健省が事業実施に⾃⼰予算の投入を開始している。
国家保健⼈材委員会や保健⼈材オブザベートリーの活性化により、多くの開発パートナーに
よる保健⼈材開発分野への参入が増加し、PNDRHSの評価・策定への資⾦援助等が実
施されている。

対象州における現地ナショナルスタッフの配置はプロジェクト
の効率性の観点から適切であったか？

対象州における定期的な会合を強⼒に補完する体制として、現地にナショナルスタッフを配置
し、事業遂⾏補助に加え、カウンターパート機関や現地の⼀般的な情報収集を⾏い、これを
⽇報として報告する体制を確⽴している。

外部条件 アウトプットの外部条件・阻害要因は適切に認識されてい
るか？

2016 年12 ⽉のコンゴ⺠⼤統領選挙による混乱により、退避⼀時帰国措置が取られた。
これが事業進捗に影響を及ぼしたものの、その遅れを取り戻しつつある。
カサイセントラルは2017 年4 ⽉に⽇本外務省により退避勧告地域に指定され、⽇本⼈専
門家の渡航が不可能となり活動に影響している。

①関連資料
②保健省関連局
③JICA専門家・コンゴ
事務所

有
効
性

①関連資料
②保健省関連局、州保
健局
③JICA専門家

①関連資料
②保健省関連局、州保
健局
③JICA専門家投入の妥当性

効
率
性

《評価5項目》

対象国・地域・社会のニー
ズ

①PNDRHS、
PPDRHS、関連資料
②保健省関連局
③JICA専門家

プロジェクト目標の設定

妥
当
性
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プロジェクト終了までに他州への普及に関する取り組みは
計画されているか？ 対象３州では、PPDRHSが策定されたが、対象州以外では作成されていない

対象州の予算増加にPNDRHS、PPDRHSがどのように寄
与しているか？

WHO、GAVI、UNFPA、世界銀⾏、カナダ、DfID(ASSP/IMA)、
USAID(ICAP/NEPI)、(Health Finance and Governance)、Save the Children
によるPNDRHSの評価・策定、保健⼈材データベース、年鑑の作成支援が実施されてい
る。

外部条件
上位目標達成のための外部条件「中央保健省と州保健
医務局の連携が維持される」に関して、右記の影響はどの
ようなものか

オカタンガでは、前保健⼤⾂の再配置政策に反対し、中央保健省の承認なく、州が独⾃で
州保健監督官をリクルートしており、中央保健省と州の間に軋轢が生じている。

保健⼈材データベースの整備は保健⼈材の適正な⼈員配
置、給与配賦へどのように寄与しているか？（インパクトの
規模を確認）

州保健⼈材データベース作成を通じ、各医療施設や保健⾏政施設レベルでの⼈材登用を
禁⽌するとした州知事令が発布、また適切な⼈員配置、正規公務員としての給与配賦が
促進された（コンゴセントラル）

仏語圏アフリカ保健⼈材管理ネットワークRVT2010 との
協働によるインパクトはあるか？

RVT 2010 を通して、プロジェクト成果がメンバー国に共有されるとともに、本プロジェクトの
経験をRVTにインプットすることにより、「他の開発パートナーとの協働に関するガイド」や「保
健⼈材の異動に関するガイドライン」等が作成された。⼀⽅、RVT側からは保健⼈材情報シ
ステムに関する各国の経験が共有され、対象州でのデータベース構築のための活動に反映さ
れた。

その他の正負のインパクトはあるか？（インパクトの外部要
因も確認）

中級保健⼈材養成校における助産教育のためのテキスト導入対象16 校中3 校の試験合
格率が100%を達成した。
2016 年11 ⽉の保健システムリサーチ国際シンポジウムにおいて、Best French Poster
Award を受賞するという実績を上げた。

適切なカウンターパートの配置が継続される可能性が⾼い
か？（保健省：1局と11局の合併、6局⻑の変更
州保健局の再編成による影響）

2017 年4 ⽉1 ⽇に保健省保健監督総局(仮訳)が新規に設置され、カウンターパートで
あった保健省第6 局⻑が、この保健省保健監督総監に就任した。これに伴い、第6 局⻑及
び第6 局課⻑の後任が就任したことにより、中央保健省の合同調整委員会のメンバーを変
更した。
中間レビュー以降、介入対象地域をコンゴセントラル州、⻄カサイ州、カタンガ州の3州を介入
対象州としているが、⾏政区分が11州から26州に再編成されたことによりカウンターパートが
⼀部変更された。

地⽅分権化に伴うIPSとDPSの分離、州保健⾏政の再編
成に伴う資源管理部の負荷増⼤は組織⾯での継続性に
どのような影響を与えているか？

IPSとDPSの分離により、⼀部の対象州ではそれぞれの機関の職掌が移⾏期間にある。ま
た、新たに設置されたDPSでは、インフラの未整備、⼈員の不⾜などの課題が生じている。
州保健⾏政再編成に伴う保健⼈材関連部署の再編成により、州レベルでの主要なカウン
ターパートである資源管理部の担当に業務負荷が集中している。

中央保健省は活動を継続するために十分なオーナーシッ
プ、業務実施能⼒を有するか？

中央保健省局⻑を中心に、職員は十分な業務遂⾏能⼒を有している。しかしながら、⼀定
の職員に業務が集中しており、次世代を担う職員が少ないことが改善点として指摘された。

対象州保健局は活動を継続するために十分なオーナーシッ
プ、業務実施能⼒を有するか？

州レベルのカウンターパートについても、中央保健省及びプロジェクトからの支援により、
PPDRHSの策定、評価及びデータベースの運用・管理に係る⼀定の能⼒を有していることが
確認された。

活動を継続するためのガイドライン、マニュアル等は整備さ
れ、活用されているか？

PNDRHS評価ツール、PPDRHS策定ガイドライン、国家統⼀卒業試験実施ガイドライン、
保健⼈材データベース更新マニュアルが整備された。

供与機材は適切に維持管理されているか？
輪転機が供与された第6 局では、機材管理の責任者を配置し、半年おきにメンテナンスを⾏
うと口頭で約束した。コピー機などは、機材の使用に慣れている職員配置を要請。
2017 年5 ⽉20 ⽇現在、供与機材の管理状況を調査中。

保健省及び州保健局における保健⼈材開発計画への予
算配分、開発パートナーの財政支援の継続の可能性は⾼
いか？

国家保健⼈材委員会や保健⼈材オブザベートリーの活性化により、多くの開発パートナーに
よる保健⼈材開発分野への参入が増加し、PNDRHSの評価・策定への資⾦援助等が実
施されている。
保健省側の事業費支出は増加している。しかし、そのほとんどが基礎教育局に関連する事
業であり、第1、11局及び介入対象州での事業については、先⽅支出がない。

①関連資料
②保健省関連局、州保
健局
③JICA専門家

国家統⼀卒業試験に必要な予算は確保される可能性が
⾼いか？

保健省が予算計画に基づき事業を遂⾏する能⼒が向上しているとともに、保健省が事業実
施に1万1,492 USD の財源を投入するという画期的な実績を上げている。

①関連資料
②保健省関連局
③JICA専門家

提⾔・教訓 提⾔・教訓として想定される内容は？

1.保健省と⾼等教育省の保健⼈材養成に関する共通政策「保健⼈材（看護師及び助
産師）養成国家統⼀ビジョン」の策定推進
2.カサイセントラル州の治安悪化に伴う対処
3.介入対象3 州での活動終了に向けた準備

①関連資料
②保健省関連局、州保
健局
③JICA専門家・担当
課・コンゴ事務所

持
続
性

《その他》

技術⾯

組織・制度⾯

イ
ン
パ
ク
ト

その他の
インパクト

①関連資料
②保健省関連局、州保
健局
③JICA専門家

①関連資料
②保健省関連局
③JICA専門家

①関連資料
②保健省関連局、州保
健局
③JICA専門家

財務⾯

上位目標の達成⾒込み
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保健人材開発支援プロジェクトフェーズ２終了時評価および 

フェーズ 3 詳細計画策定調査 質問票（保健省 D1） 

 

目的 

(1) プロジェクトの投入、活動、プロセス、達成度の評価 

(2) プロジェクトの残りの期間の課題、懸案事項の確認、それに対する提言の抽出  

(3) プロジェクトの教訓の抽出及び次期プロジェクト及び他の類似プロジェクト計画への反映 

 

評価方法 

JICA プロジェクトにおける終了時評価は評価 5 項目 (1)妥当性 (2)有効性 (3)効率性 (4)インパクト(5) 

持続性を用いて実施されます、よって、本質問票は上記 5 項目に沿って構成されています。 

以下の全ての質問に回答をお願い致します。 

 

担当者 

Haruo Ito (Mr.)  評価団メンバー h-itou@icons.co.jp 

 

【妥当性】 

1. D1 における保健人材開発の課題に対して、プロジェクトはどのように役立っていますか？ 

 

 

 

【有効性/インパクト】  

保健人材データベース 

プロジェクトの支援による対象州での保健人材データベースの作成は、保健人材開発促進にどのよ

うに役立っていますか？  

 

 

2. 保健人材データベースを他州に普及するための計画はありますか？また普及の課題はどのようなも

のでしょうか？（もしあれば） 

 

 

PNDRHS 

3. プロジェクトの支援によるPNDRHS、PPNDRHSの策定は、保健人材開発促進にどのように役立って

いますか？  

 

 

4. PNDRHS、PPNDRHSの策定はMPS及びDPSの保健人材開発にかかる予算の増加に貢献しましたか？ 

 

３．質問票
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5. PNDRHS、PPNDRHSを他州に普及するための計画はありますか？また普及の課題はどのようなもの

でしょうか？（もしあれば） 

 

 

保健人材年鑑 

プロジェクトの支援による保健人材年鑑の策定は、保健人材開発促進にどのように役立っています

か？  

 

 

6. 保健人材年鑑を継続的に策定する上での課題はどのようなものでしょうか？（もしあれば） 

 

 

国家保健人材（技術）委員会（CRHS）、保健人材調整メカニズム(Observatoire) 

7. CRHS及びObservatoireは、保健人材開発促進にどのように役立っていますか？  

 

 

8. CRHS及びObservatoireを継続的に開催する上での課題はどのようなものでしょうか？（もしあれば） 

 

 

仏語圏アフリカ保健人材管理ネットワーク（RVT2010） 

9. RVT2010への参加は、保健人材開発促進にどのように役立っていますか？  

 

 

 

【効率性】 

10. プロジェクトにおける投入（専門家、機材、日当・宿泊費、先方負担事項）は適切でしたか？ 

 

 

11. プロジェクトの供与機材は適切に維持管理されていますか？ 

 

 

 

【持続性】 

12. DPSの職員はPPNDRHSの策定、評価に関して、十分な知識・技術を有していますか？ 

 

 

13. DPSは保健人材データベースの更新、運用に関して、十分な知識・技術を有していますか？ 
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14. 保健人材データベースの更新、運用計画（予算計画を含む）はどのようなものでしょうか？（もし

あれば） 

 

 

15. 保健省の予算執行状況、保健人材開発にかかわる予算措置の動向はどのようなものでしょうか。 

 

 

 

【次期フェーズプロジェクトについて】  

16. D1にとって現在の保健人材開発における優先課題はどのようなものでしょうか？ 

 

 

17.  次期JICAプロジェクトにおいて優先的に取り組むべき活動はどのようなものでしょうか？ 

 

 

18. 次期JICAプロジェクトの対象州の選定において、留意点はどのようなものでしょうか？ 

 

 

19. 保健省再編によるD1とD6 の統合の次期JICAプロジェクトへの影響はどのようなものが想定されま

すか？ 

 

 

20. 保健省に新たに設置された保健監督総局による次期JICAプロジェクトでの役割はどのようなものが

想定されますか？ 

 

 

21. 現在、D1に対して保健人材開発分野を支援している開発パートナー（国際機関、NGOなど）はあり

ますか？ 

開発パートナー 内容 期間 予算 

    

    

    

    

 

【その他】  
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22. プロジェクトの実施について、コメント・提言がございましたら記載ください。 

 

 

 

ご協力有難うございました。
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保健人材開発支援プロジェクトフェーズ２終了時評価および 

フェーズ 3 詳細計画策定調査 質問票（保健省 D6） 

 

目的 

(1) プロジェクトの投入、活動、プロセス、達成度の評価 

(2) プロジェクトの残りの期間の課題、懸案事項の確認、それに対する提言の抽出  

(3) プロジェクトの教訓の抽出及び次期プロジェクト及び他の類似プロジェクト計画への反映 

 

評価方法 

JICA プロジェクトにおける終了時評価は評価 5 項目 (1)妥当性 (2)有効性 (3)効率性 (4)インパクト(5) 

持続性を用いて実施されます、よって、本質問票は上記 5 項目に沿って構成されています。 

以下の全ての質問に回答をお願い致します。 

 

担当者 

Haruo Ito (Mr.)  評価団メンバー h-itou@icons.co.jp 

 

【妥当性】 

1. D6 における保健人材開発の課題に対して、プロジェクトはどのように役立っていますか？ 

 

 

 

【有効性/インパクト】  

A2助産師各種基準 

2. プロジェクトの支援によるA2助産師各種基準の作成、スーパービジョンへの支援は養成校での助産

師育成にどのように役立っていますか？  

 

 

3. 作成された助産師マテリアルを全国の養成校に普及するための計画はありますか？また普及の課題

はどのようなものでしょうか？（もしあれば） 

 

 

保健人材養成国家統一ビジョン 

4. 保健人材養成国家統一ビジョンの保健省、高等教育省による承認の可能性はありますか？現在の課

題はどのようなものでしょうか？  

 

 

5. 看護師評議会が設立されたことによる保健人材養成国家統一ビジョンの全国普及の可能性はどのよ

うなものでしょうか。 
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全国統一卒業試験Jury National 

6. プロジェクトによる試験実施ガイド (Guide du Jury National) 作成への技術支援はJury Nationalの実

施にどのように役立っていますか？  

 

 

7. プロジェクト終了後、Jury National を実施するための予算の確保の見込みはありますか？ 

 

 

 

【効率性】 

8. プロジェクトにおける投入（専門家、機材、日当・宿泊費、先方負担事項）は適切でしたか？ 

 

 

9. プロジェクトの供与機材は適切に維持管理されていますか？ 

 

 

 

【次期フェーズプロジェクトについて】  

10. D6にとって現在の保健人材開発における優先課題はどのようなものでしょうか？ 

 

 

11.  次期JICAプロジェクトにおいて優先的に取り組むべき活動はどのようなものでしょうか？ 

 

 

12. 保健省再編によるD1とD6 の統合の次期JICAプロジェクトへの影響はどのようなものが想定されま

すか？ 

 

 

13. 現在、D6に対して保健人材開発分野を支援している開発パートナー（国際機関、NGOなど）はあり

ますか？ 

開発パートナー 内容 期間 予算 
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【その他】  

14. プロジェクトの実施について、コメント・提言がございましたら記載ください。 

 

 

 

ご協力有難うございました。
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保健人材開発支援プロジェクトフェーズ２終了時評価および 

フェーズ 3 詳細計画策定調査 質問票（保健省 D11） 

 

目的 

(1) プロジェクトの投入、活動、プロセス、達成度の評価 

(2) プロジェクトの残りの期間の課題、懸案事項の確認、それに対する提言の抽出  

(3) プロジェクトの教訓の抽出及び次期プロジェクト及び他の類似プロジェクト計画への反映 

 

評価方法 

JICA プロジェクトにおける終了時評価は評価 5 項目 (1)妥当性 (2)有効性 (3)効率性 (4)インパクト(5) 

持続性を用いて実施されます、よって、本質問票は上記 5 項目に沿って構成されています。 

以下の全ての質問に回答をお願い致します。 

 

担当者 

Haruo Ito (Mr.)  評価団メンバー h-itou@icons.co.jp 

 

【妥当性】 

1. D11 における保健人材開発の課題に対して、プロジェクトはどのように役立っていますか？ 

 

 

 

【有効性/インパクト】  

継続教育政策文書 

2. プロジェクトの支援による継続教育政策の作成支援は各州での継続教育の実施にどのように役立っ

ていますか？  

 

 

3. 継続教育政策の承認後の各州への普及計画はどのようなものでしょうか？また普及の課題はどのよ

うなものでしょうか？（もしあれば） 

 

 

4. 継続教育政策の保健大臣による承認の可能性はありますか？現在の課題はどのようなものでしょう

か？  

 

 

【次期フェーズプロジェクトについて】  

5. D11にとって現在の保健人材開発における優先課題はどのようなものでしょうか？ 
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6.  次期JICAプロジェクトにおいて優先的に取り組むべき活動はどのようなものでしょうか？ 

 

 

7. 現在、D11に対して保健人材開発分野を支援している開発パートナー（国際機関、NGOなど）はあ

りますか？ 

開発パートナー 内容 期間 予算 

    

    

    

    

 

【その他】  

8. プロジェクトの実施について、コメント・提言がございましたら記載ください。 

 

 

 

ご協力有難うございました。
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保健人材開発支援プロジェクトフェーズ２終了時評価および 

フェーズ 3 詳細計画策定調査 質問票（コンゴセントラル州 DPS） 

 

目的 

(1) プロジェクトの投入、活動、プロセス、達成度の評価 

(2) プロジェクトの残りの期間の課題、懸案事項の確認、それに対する提言の抽出  

(3) プロジェクトの教訓の抽出及び次期プロジェクト及び他の類似プロジェクト計画への反映 

 

評価方法 

JICA プロジェクトにおける終了時評価は評価 5 項目 (1)妥当性 (2)有効性 (3)効率性 (4)インパクト(5) 

持続性を用いて実施されます、よって、本質問票は上記 5 項目に沿って構成されています。 

以下の全ての質問に回答をお願い致します。 

 

担当者 

Haruo Ito (Mr.)  評価団メンバー h-itou@icons.co.jp 

 

【妥当性】 

1. あなたの DPS における保健人材開発の課題に対して、プロジェクトはどのように役立っています

か？ 

 

 

2. プロジェクトの活動（PPDRHS、保健人材データベース、人材年鑑の作成）は課題解決のため適切な

方法でしたか？ 

 

 

 

【有効性/インパクト】  

保健人材データベース 

3. プロジェクトの支援による保健人材データベースの作成は、保健人材の把握、適正配置のために役

立っていますか？（下記から選んでください） 

□大変役立っている 

□役立っている 

□役立っていない 

□全く役立っていない 

また、その理由はどのようなものでしょうか。 
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4. 保健人材データベースを継続的に更新、維持管理する上での課題はどのようなものでしょうか？（も

しあれば） 

 

 

5. 保健人材データベースでカバーされていないZS（Zones de Santé）は今後どのようにデータベースに

含めていく予定でしょうか？ 

 

PPDRHS 

6. プロジェクトの支援によるPPDRHSの策定は、あなたのDPSにおける保健人材開発促進のために役立

っていますか？（下記から選んでください） 

□大変役立っている 

□役立っている 

□役立っていない 

□全く役立っていない 

また、その理由はどのようなものでしょうか。 

 

 

7. PPDHSの策定はDPSの保健人材開発にかかる予算の増加に貢献しましたか？（下記から選んでくだ

さい） 

□はい 

□いいえ 

また、その理由はどのようなものでしょうか？ 

 

 

8. PPDRHSを継続的に策定する上での課題はどのようなものでしょうか？（もしあれば） 

 

 

州保健人材年鑑 

9. プロジェクトの支援による州保健人材年鑑の策定は、あなたのDPSにおける保健人材開発促進のた

めに役立っていますか？（下記から選んでください） 

□大変役立っている 

□役立っている 

□役立っていない 

□全く役立っていない 

また、その理由はどのようなものでしょうか。 

 

 

10. 州保健人材年鑑を継続的に策定する上での課題はどのようなものでしょうか？（もしあれば） 
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州保健人材(技術)委員会（CPP-SS） 

11. プロジェクトの支援によるCPP-SSの開催は、あなたのDPSにおける保健人材開発促進のために役立

っていますか？（下記から選んでください） 

□大変役立っている 

□役立っている 

□役立っていない 

□全く役立っていない 

また、その理由はどのようなものでしょうか。 

 

 

12. CPP-SSを継続的に開催する上での課題はどのようなものでしょうか？（もしあれば） 

 

 

A2助産師各種基準 

プロジェクトで作成されたA2助産師各種基準は州内の養成校において適切に活用されているでしょ

うか？ 

□はい 

□いいえ 

また、その理由はどのようなものでしょうか？ 

 

 

 

【効率性】 

13. プロジェクトの活動は遅滞なく進捗していますか？活動の阻害要因はどのようなものですか？（も

しあれば） 

 

 

14. プロジェクトで DPS に配置されたプロジェクトスタッフによる支援は十分であったでしょうか？ 

 

 

15. プロジェクトの供与機材の維持管理状況は適切でしょうか？ 

 

 

 

【持続性】 

16. 保健人材データベースの更新、運用に関して、あなたのDPSの担当者は十分な知識・技術を有して
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いますか？ 

□はい 

□いいえ 

また、その理由はどのようなものでしょうか？ 

 

 

17. 保健人材データベースの更新、運用計画（予算計画を含む）はどのようなものでしょうか？（もし

あれば） 

 

 

 

【次期フェーズプロジェクトについて】  

18. あなたのDPSにおいて現在の保健人材開発における優先課題はどのようなものでしょうか？ 

 

 

19.  次期JICAプロジェクトでの保健人材開発の支援に期待する活動はどのようなものでしょうか？ 

 

 

20. あなたのDPSの職員が他州においてPPNDRHS及び人材データベース作成を支援する上での課題は

どのようなものでしょうか？ 

 

 

21. 現在あなたのDPSにおいて保健人材開発分野を支援している開発パートナー（国際機関、NGOなど）

はありますか？ 

開発パートナー 内容 期間 予算 

    

    

    

    

 

【その他】  

22. プロジェクトの実施について、コメント・提言がございましたら記載ください。 

 

 

 

ご協力有難うございました。
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保健人材開発支援プロジェクトフェーズ２終了時評価 質問票 

（オカタンガ州、カサイセントラル州 DPS） 

 

目的 

(1) プロジェクトの投入、活動、プロセス、達成度の評価 

(2) プロジェクトの残りの期間の課題、懸案事項の確認、それに対する提言の抽出  

(3) プロジェクトの教訓の抽出及び次期プロジェクト及び他の類似プロジェクト計画への反映 

 

評価方法 

JICA プロジェクトにおける終了時評価は評価 5 項目 (1)妥当性 (2)有効性 (3)効率性 (4)インパクト(5) 

持続性を用いて実施されます、よって、本質問票は上記 5 項目に沿って構成されています。 

以下の全ての質問に回答をお願い致します。 

 

担当者 

Haruo Ito (Mr.)  評価団メンバー h-itou@icons.co.jp 

 

【妥当性】 

1. あなたの DPS における保健人材開発の課題に対して、プロジェクトはどのように役立っています

か？ 

 

 

2. プロジェクトの活動（PPDRHS、保健人材データベース、人材年鑑の作成）は課題解決のため適切な

方法でしたか？ 

 

 

 

【有効性/インパクト】  

保健人材データベース 

3. プロジェクトもしくはASSP/IMAの支援による保健人材データベースの作成は、保健人材の把握、適

正配置のために役立っていますか？（下記から選んでください） 

□大変役立っている 

□役立っている 

□役立っていない 

□全く役立っていない 

また、その理由はどのようなものでしょうか。 
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4. 保健人材データベースを継続的に更新、維持管理する上での課題はどのようなものでしょうか？（も

しあれば） 

 

 

5. 保健人材データベースでカバーされていないZS（Zones de Santé）は今後どのようにデータベースに

含めていく予定でしょうか？ 

 

PPDRHS 

6. プロジェクトの支援によるPPDRHSの策定は、あなたのDPSにおける保健人材開発促進のために役立

っていますか？（下記から選んでください） 

□大変役立っている 

□役立っている 

□役立っていない 

□全く役立っていない 

また、その理由はどのようなものでしょうか。 

 

 

7. PPDHSの策定はDPSの保健人材開発にかかる予算の増加に貢献しましたか？（下記から選んでくだ

さい） 

□はい 

□いいえ 

また、その理由はどのようなものでしょうか？ 

 

 

8. PPDRHSを継続的に策定する上での課題はどのようなものでしょうか？（もしあれば） 

 

 

州人材年鑑 

9. プロジェクトの支援による州人材年鑑の策定は、あなたのDPSにおける保健人材開発促進のために

役立っていますか？（下記から選んでください） 

□大変役立っている 

□役立っている 

□役立っていない 

□全く役立っていない 

また、その理由はどのようなものでしょうか。 

 

 

10. 州人材年鑑を継続的に策定する上での課題はどのようなものでしょうか？（もしあれば） 
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州保健人材(技術)委員会（CPP-SS） 

11. プロジェクトの支援によるCPP-SSの開催は、あなたのDPSにおける保健人材開発促進のために役立

っていますか？（下記から選んでください） 

□大変役立っている 

□役立っている 

□役立っていない 

□全く役立っていない 

また、その理由はどのようなものでしょうか。 

 

 

12. CPP-SSを継続的に開催する上での課題はどのようなものでしょうか？（もしあれば） 

 

 

A2助産師各種基準 

プロジェクトで作成されたA2助産師各種基準は州内の養成校において適切に活用されているでしょ

うか？ 

□はい 

□いいえ 

また、その理由はどのようなものでしょうか？ 

 

 

 

【効率性】 

13. プロジェクトの活動は遅滞なく進捗していますか？活動の阻害要因はどのようなものですか？（も

しあれば） 

 

 

14. プロジェクトで DPS に配置されたプロジェクトスタッフによる支援は十分であったでしょうか？ 

 

 

15. プロジェクトの供与機材の維持管理状況は適切でしょうか？ 

 

 

 

【持続性】 

16. 保健人材データベースの更新、運用に関して、あなたのDPSの担当者は十分な知識・技術を有して
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いますか？ 

□はい 

□いいえ 

また、その理由はどのようなものでしょうか？ 

 

 

17. 保健人材データベースの更新、運用計画（予算計画を含む）はどのようなものでしょうか？（もし

あれば） 

 

 

 

【その他】  

18. プロジェクトの実施について、コメント・提言がございましたら記載ください。 

 

 

 

ご協力有難うございました。
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コンゴ民主共和国「保健人材開発支援プロジェクトフェーズ２」終了時評価、「保健人材開発支援プロ

ジェクトフェーズ３」詳細計画策定調査 

日本人専門家向け質問票 

【有効性】  

1. 助産師マテリアルを用いた学校の試験合格率が100%になった理由（外部条件も含め）はどのような

ことが想定されますか。また助産師試験の全国平均の合格率は（インパクト提示のため）入手可能

でしょうか。 

2. 助産師マテリアルの普及計画はございますか。また、普及上の課題はどのようなものでしょうか。 

3. 保健人材データベースでカバーされていないZSがあるのはどのような理由からでしょうか。また今

後これらのZSがカバーされる予定はあるのでしょうか。 

4. キャリア管理規程の承認状況、承認後の各州での活用の見込みはどのようなものでしょうか。（プ

ロ目指標3） 

5. 継続教育にかかる規定文書の保健大臣による承認状況、承認後の各州での活用の見込みはどのよう

なものでしょうか。（プロ目指標3） 

6. キャリア管理規程、継続教育規定文書の各州での「活用」とはなにを持って達成とするべきでしょ

うか。 

7. PENDRHS（2016-）の承認状況、見込みはどのようなものでしょうか。（指標1-4） 

8. オカタンガ州での人材年鑑の策定状況、完成の見込みはどのようなものでしょうか。（指標3-4） 

9. PPDRHS（2016-）のカサイセントラル州での承認状況、オカタンガ州での策定・承認は予定通り実

施される見込みでしょうか（指標3-6） 

【効率性】  

10. 中間レビュー以降CPの変更はございましたか。またその場合の活動における影響はございましたか。 

11. 中間レビューの提言にあった3局でのコミュニケーションの改善状況はいかがでしょうか。また、改

善による効果はどのようなものでしょうか。 

12. 中間レビュー以降、日本側、コンゴ側の予算投入は予算額、支出時期も含め、問題はありませんか。 

13. 保健人材データベースに関して、他の開発パートナーとのソフト（仕様）の違いによる課題は生じ

ておりますか。またその際の対処方法はどのようなものでしょうか。 

14. 本邦研修の人選、内容は適切でしたでしょうか。また、研修参加者が研修内容を活用している事例

はございますか。 

15. プロジェクトの供与機材の維持管理状況は適切ですか。 

【インパクト】  

16. 上位目標達成の「PPDRHSの6州での策定」に対して、プロジェクト終了までに取り組む活動（普及

計画の策定等）はございますか。 

17. 上位目標の保健省による他州でのPPDRHSの策定に関して、どのような阻害要因が想定されますか。 

18. コンゴセントラルの保健行政官が他州に出向いて保健人材データベースを整備するといった、他州

への普及に向けて対象州が他州へ支援することの可能性、留意点はどのようなものでしょうか。 

19. 中間レビュー時点では「国家保健人材養成統一ビジョン」の実現に関するカナダ政府によるODA案

件が形成される可能性が指摘されましたが、進捗はどのようなものでしょうか。カナダ人コンサル

タントがINPESSとの協働事業の提案があったと伺いしたがどのようなものでしょうか。 
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20. 州保健人材年鑑が策定されたことによる中央の保健人材年鑑へのインパクト（質の向上等）はござ

いますか？また、州保健人材年鑑が作成されたことのインパクト（活用例）はどのようなものでし

ょうか。 

21. RVT2010＠東京への参加におけるインパクトはどのようなものでしょうか。 

22. 各医療施設や保健行政施設レベルでの人材登用を禁止するとした州知事令が発布され、適切な人員

配置、正規公務員としての給与配賦が促進されたインパクトがございましたが、多くの保健人材が

それまで未登録であった理由、無給で業務を継続したのはなぜでしょうか。 

【持続性】  

23. 保健省再編による1局と6局の統合による活動への影響はなにが想定されるのでしょうか。どのよう

な対処が必要となりますか。 

24. 看護師評議会が設立されたことによる保健人材養成国家統一ビジョンの全国普及の可能性はどのよ

うなものでしょうか。 

25. 保健人材養成国家統一ビジョンがPENDRHS（2016―）に記載されましたが、これにより、高等教育

省との連携が担保されるということでしょうか。 

26. 保健監督官の配置換えに関する保健省令での対象州の保健監督官の変更によるプロジェクト活動へ

の影響はございますか。 

27. 国家統一卒業試験の予算につき、フェーズ2終了後プロジェクトからの財政的支援がなくなった場合

の保健省による継続の可能性はどのようなものでしょうか。 

28. プロジェクト終了後、（特にカサイセントラル、オカタンガ州において）各対象DPSでの活動（PPDRHS、

保健人材データベース、人材年鑑、州保健人材委員会）が定着する可能性は高いですか。また、そ

の際の課題はどのようなものでしょうか。 

① PPDRHS策定： 

 

② 保健人材データベース更新・維持管理： 

 

③ 州人材年鑑作成： 

 

④ 州保健人材（技術）委員会： 

 

29. PDRHS、PPDRHSの実施に対する政府予算の状況、今後の他開発パートナーの資金を含めた予算確

保の状況が中間レビュー時点に比較して改善していますが、どのような理由からでしょうか。また、

改善を継続するための留意点はどのようなものでしょうか。 

【その他】  

30. フェーズ3及び他国の類似プロジェクトの教訓となる項目はどのようなものでしょうか。 

31. 第3次貧困削減・開発戦略書（DSCRP III）2016-2020、第3次保健システム強化戦略（SRSS）2016-2020

の入手は可能でしょうか。 

 

ご回答有難うございました。 
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